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１  付議事件  

  関内・関外地区の活性化及び議会機能を含む新市庁舎の整備に係る諸問題の調

査・検討を行うこと。  

 

２  委員会の開催実績  

（１）第１回委員会（６月６日開催）  

当局から、新市庁舎整備に関する検討状況、本委員会への検討依頼事項及び

検討スケジュール案について説明聴取し、平成２５年度の委員会運営方法につ

いて確認した。  

（２）第２回委員会（６月２１日開催）  

当局から、関内・関外地区に関するこれまでの検討経過及び今後の進め方に

ついて説明聴取した後、議論を行った。  

（３）第３回委員会（９月３０日開催）  

新市庁舎の整備に向けた議会棟のあり方の検討について議長から検討依頼が

あったことを受け、今後委員会で検討することを確認したほか、当局から、新

市庁舎の整備方針・建物配置等及び関内駅周辺地区のまちづくりの考え方等に

ついて説明聴取した後、議論を行った。  

（４）市外視察（１１月１９日実施）  

   東京都庁及び町田市役所の視察を行った。  

（５）第４回委員会（１１月２７日開催）  

当局から、議会棟のあり方について、新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方

調査会の答申について説明聴取した。次に、新市庁舎の規模、事業費及び収支

シミュレーションについて説明聴取した後、議論を行った。  

（６）第５回委員会（１２月２４日開催）  

はじめに、議会棟のあり方について委員間で意見交換を行った。次に、新市

庁舎の事業手法、スケジュールついて説明聴取した後、議論を行った。工事の

発注方式、スケジュールについては検討に時間を要していることから、後日の

委員会で改めて報告を受けることとした。  

次に、関内・関外地区のまちづくりについて地元組織・団体への説明状況や

関内駅周辺地区のまちづくりのテーマと目的について説明聴取した後、議論を
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行った。  

（７）第６回委員会（１月９日開催）  

効率的に議論を行うため、当局に対して事業手法及びスケジュールに関する

資料要求を行った。  

（８）第７回委員会（１月２７日開催）  

議会棟のあり方の検討について議長宛ての報告書案を示した。また、当局か

ら、第６回委員会にて資料要求を行った資料、事業手法・スケジュールについ

て説明聴取した後、議論を行った。  

（９）第８回委員会（１月２９日開催）  

第７回委員会に引き続き、事業手法・スケジュール及び議会棟のあり方の検

討について議論を行った。  

（ 10）第９回委員会（２月１０日開催）  

新市庁舎整備基本計画案について説明聴取した後、議論を行った。  

（ 11）第１０回委員会（２月２６日開催）  

新市庁舎整備基本計画案の検討を終了し、特別委員会報告書の案について内

容を確定した。  
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３  各委員会の概要及び主な意見・要望等  

（１）第１回委員会（平成２５年６月６日）  

 

  ア  議題  

    １  平成２５年度の委員会運営方法について  

 

イ  当局説明の概要  

（ア）新市庁舎整備に関する検討のこれまでの経緯  

・昭和３４年９月  現庁舎竣工  

    現庁舎は建設直後から手狭となり、現在では周辺の約２０の民間ビル

等に市役所機能が分散している。  

  ・平成元年４月  横浜市市庁舎整備基金を設置  

    横浜市市庁舎整備基金条例を施行し、市庁舎整備に必要な経費に充て  

    ることを目的とした横浜市市庁舎整備基金が設置された。  

  ・平成３年６月  横浜市市庁舎整備審議会に諮問  

    学識経験者、市会議員、市民各界代表者等で構成される横浜市市庁舎  

    整備審議会に諮問を行った。  

  ・平成７年１月  横浜市市庁舎整備審議会から答申  

    現庁舎の狭隘化・老朽化・分散化により市民サービスに問題が生じ、

業務の円滑な遂行や議会活動に支障を来たしている。これらの問 題を

解決し市民サービスを一層向上させるため新市庁舎を早期に建設 する

必要があるとの見解が示された。  

  ・平成１９年１２月  新市庁舎整備構想素案を公表  

  ・平成２０年３月  北仲通南地区の土地取得  

    新市庁舎整備構想素案の考え方に基づき、種地として土地を取得。  

    （取得額 1 6 7億 800 0万円、うち市庁舎整備基金 1 3 5億円）  

  ・平成２２年３月  関内・関外地区活性化推進計画を策定  

  ・平成２２年１２月  横浜市中期４か年計画を策定  

    平成２５年度までに新市庁舎整備基本計画を策定することを目標に掲  

    げる。  
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  ・平成２３年１２月  常任委員会で議論開始  

  ・平成２４年５月  新市庁舎に関する調査特別委員会を設置  

新市庁舎整備基本構想の策定に向け専門的かつ集中的、精力的に 議論

した。  

  ・平成２４年１１月  新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方調査会答申  

議会棟部分について、市会の新市庁舎整備に向けた議会棟のあり 方調

査会で４回にわたり検討し答申。１１月末に議長から市長宛て検 討結

果の通知をした。  

  ・平成２４年１２月  新市庁舎整備基本構想（案）に対する市民意見集  

を実施  

・平成２５年２月  本特別委員会で基本構想案について大勢において了  

          承  

  ・平成２５年３月  新市庁舎整備基本構想を策定  

新市庁舎整備基本構想を策定し、新市庁舎整備の基本理念、規模 、機

能、整備場所、今後の進め方と検討に当たって考慮すべき事項な どに

ついて取りまとめた。  

（イ）新市庁舎に関する調査特別委員会の検討スケジュール  

   平成２５年度は、平成２４年度に策定した基本構想を踏まえ、北仲通南

地区を整備予定地と位置づけ、具体的な事業手法、フロア計画などの検討、

事業費、事業期間の精査などを行い、あわせて関内駅周辺地区などのまち

づくりの検討を進め、新市庁舎整備基本計画を策定する。  
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（２）第２回委員会（平成２５年６月２１日）  

 

  ア  議題  

１  関内・関外地区のまちづくりについて  

 

イ  当局説明の概要  

（ア）関内・関外地区におけるまちづくりの経緯  

・平成２１年度に策定した関内・関外地区活性化推進計画に基づき活性化

の取り組みを具体的に進めていくため、平成２２年度に地区内のまちづ

くり団体などと個別に話し合いを重ね、本市と地元で役割分担を明確に

した上で、整理した取り組み内容をアクションプランとして取りまとめ

た。  

・横浜市では関内駅北口及びマリナード地下街のバリアフリー化、野毛の

県道歩道整備、都心部コミュニティサイクル導入検討などの事業に着手

し、地元まちづくり団体ではイベントの拡充や取り組みのＰＲ活動など

を進めている。  

・関内駅周辺地区と北仲通地区における結節点強化の考え方については、

新市庁舎整備基本構想の中で示している。  

（イ）最近の地元状況  

  ａ  関内・関外地区全体の取り組み  

アクションプランに掲げた取り組みについては、まちづくり団体 ごと

に着実に進められている。  

また、このうち地区全体に共通する取り組みを官民連携でより強 力に

進めるため、平成２４年度に若手の商店主等で構成されるＮＰＯ法人濱

橋会が事務局となり、地元まちづくり団体と本市で構成される関内・関

外地区活性化協議会が設立され、３つの具体的テーマを選定し取り組ん

でいる。  

協議会のメンバーは地元まちづくり１５団体と横浜市であり、３ つの

テーマは河川、集客、歴史である。  

ｂ  港町地区周辺の取り組み  
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横浜市は平成２１年６月に港町地区周辺のまちづくりを検討し、 地権

者同士の意見を交わす場として港町地区周辺地権者研究会を設立し、こ

れまで市街地再開発事業を中心とした地区の再整備に関する勉強会を開

催してきた。現在、行政主導の研究会から地元主体の検討組織への発展

に向けて話し合いを進めている。  

ｃ  関内駅周辺地区の取り組み  

関内・関外地区のこれまでの取り組みに加え、新たに地元商店街 や自

治会町内会の有志が集まり、地域を再生し、地域活性化に資するまちづ

くりを検討するための組織として、平成２５年６月に関内・関外・港町

都市計画協議会が設立され活動が開始された。  

ｄ  横浜商工会議所の取り組み  

６月６日に、新市庁舎整備基本構想に関する意見書が市長に提出 され

た。意見書の内容として、①関内・関外地区を含めた総合的整備計画の

推進、②現庁舎の跡地計画の重要性、③横浜市の主導性と市民、経済界

からの意見発信の３つの項目から成っている。  

ｅ  今後の進め方  

本市の関係部局による検討などでたたき台を作成し、関内・関外 ・港

町都市計画協議会を初めとする地元組織や商工会議所などと情報共有や

意見交換を行いながら、関内駅周辺地区と北仲通地区において導入すべ

き機能や基盤整備の考え方及び本市の役割などについて整理し、新市庁

舎整備基本計画に反映する。あわせて、関内・関外地区のまちづくり計

画を検討し、その内容を平成２６年度中に策定する都心臨海部再生マス

タープラン（仮称）に反映していく。  

 

ウ  各委員からの主な意見・要望等  

・協議会をまちづくりのコアに考えていくということであれば、この地域に

はいろいろな地域の団体やＮＰＯがあるので、それらの集約を行って、コ

アとなる場に育てていただきたい。  

・地域にはさまざまな団体があり、関内・関外地区の人たちの意見ももちろ

ん大事だが、市民全体にとって重要な場所であり、意見の収集の仕方も重
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要だと思う。団体の位置づけも含めて、これから市民全体からの意見が集

約できるような取り組みをしてほしい。  

・港町地区周辺の民間街区の所有者の方々にとって、現市庁舎の跡地をどう

いう魅力のあるまちづくりをするかによって再開発の手法も当然違ってく

る。国からの支援など、開発することが地権者にとって有利だというイン

センティブを与えるような方策も含め、横浜市だけではなくて国も巻き込

んで、この地区をどうするかというプランをぜひ立てていってほしい。  

・まちづくりは、交通や人の動線の問題などエリアをつなぐことを考えたと

きに、全体観に立ったエリアマネジメントの視点が大変重要である。まち

づくりは地域の方々が熱意を持ってやるのだが、議会も含めて行政がしっ

かり課題を明確に、議論を集約していくことを心がけてサポートをするこ

とを期待する。  

・駅舎や駅機能がまちづくりでは大変重要でバス路線の変化の要素もあり、

鉄道やバス事業など交通機関の関係者も積極的に参画していただき議論を

進めていただければと思う。  

・さまざまな協議会のより多くの意見を新市庁舎整備基本計画に反映するた

めにも、スケジュール観も共有し、ぜひそれぞれの協議体の中で議論を深

めていただきたい。  

・関内・関外地区は横浜市にとって非常に重要な場所だということをしっか

り計画的に位置づけていく必要があり、この地区のまちづくりの計画であ

る都心臨海部再生マスタープランを市の中で上位計画に位置づけるべきで

ある。  

・北仲通地区は内水面の重要な地区であり、内水面という切り口で北仲通の

開発を捉えると整理がしやすい。  

・関内・関外地区のまちづくりは、エリア内の横浜文化体育館等市有地の活

用の問題とも一体で議論されるべきである。  

・平成２０年の民間提案募集の際に本事業の選定のときに提案する権限を与

えるインセンティブを設けたが、前提が変わっているのであれば、透明性

が確保できるようにしっかり説明すべきである。  
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（３）第３回委員会（平成２５年９月３０日）  

 

  ア  議題  

    １  今後の委員会運営方法について  

    ２  新市庁舎の整備方針・建物配置等について  

    ３  関内・関外地区のまちづくりについて  

 

イ  当局説明の概要  

（ア）新市庁舎の整備方針・建物配置等について  

    ａ  新市庁舎の整備基本方針  

平成２４年度に策定した新市庁舎整備基本構想で示した５つの「 新市

庁舎整備の基本理念」について、基本構想で整理した「新市庁舎が備え

るべき機能と建物に求められる性能」の内容なども加味して、より具体

的な整備方針として整理した。  

５つの基本理念ごとの整備基本方針の柱は以下のとおりである。  

①的確な情報や行政サービスを提供し、豊かな市民力を活かす開かれた

市庁舎  

・市民への情報提供・相談・案内機能等の充実  

・市民協働・交流空間の整備  

・開かれた議会の実現  

②市民に永く愛され、国際都市横浜にふさわしい、ホスピタリティあふ

れる市庁舎  

・市民に親しまれ、来庁者が横浜らしさを感じる空間の整備  

・周辺環境や都市景観との調和  

・おもてなしの場の実現  

③様々な危機に対処できる、危機管理の中心的役割を果たす市庁舎  

・大地震等が発生しても業務継続が可能な構造体や設備の耐震性の確

保    

・災害対策本部機能の充実  

・セキュリティーの確保  
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④環境に最大限配慮した低炭素型の市庁舎  

・先進的な環境設備・機能導入によるエネルギーコストの削減と 環境

負荷の低減  

・自然エネルギーや再生可能資源の有効活用と緑化推進  

⑤財政負担の軽減や将来の変化への柔軟な対応を図り、長期間有効に使

い続けられる市庁舎  

・長期間有効に使い続けられる市庁舎の実現  

・将来の変化への柔軟な対応と効果的・効率的な業務遂行が可能 な執

務室  

    ｂ  建物配置の考え方  

新市庁舎の整備予定地である北仲通南地区に係る都市計画やガイ ドラ

インなどを踏まえて、建物配置の考え方を整理した。  

・建物は周辺の環境に配慮し、港からの魅力と品格のある眺望景観を形

成するように配置し、低層部には町のにぎわいを形成するための 商業

施設等の立地を図る。  

・みなとみらい線馬車道駅に直結し、既存の横浜アイランドタワーに隣

接した場所に人が集う屋根つきの広場であるアトリウムを整備する。  

・栄本町線及び国道 1 3 3号沿いには、壁面後退により、ゆとりある歩行

者空間や広場を創出する。  

・大岡川沿いには水際線プロムナードの一環として水辺の憩い空間を整

備する。  

・新市庁舎の建物周りには四季折々の花を配することができるよう、開

かれた空間とする。  

    ｃ  空間構成の考え方   

（ａ）基本的な考え方  

①民間ビル等に分散している部局を集約して、市民サービス及び 業務

効率の向上が図られる機能配置とする。  

②議会棟は二元代表制の観点から行政棟とはできるだけ独立した 配置

とする。  

③業務連携の必要性の高い部署の近接性や会議室を初めとするそ の他
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諸室の性能なども考慮した配置とする。  

（ｂ）具体的な考え方  

①低層部  

市民による利用が多い窓口部署や情報提供・相談機能、市民協働機

能などを配置。  

②中層部  

津波による浸水の可能性を考慮して、電気・機械室を配置するとと

もに、災害対策の本部となる危機管理センターを配置。  

③中高層部  

その他の部署の執務室や会議室などを配置。  

④屋根つきの市民広場（アトリウム）  

みなとみらい線馬車道駅に直結し、既存の横浜アイランドタワーに

隣接した場所に配置。  

⑤議会棟  

行政棟とはできるだけ独立した配置となるようアトリウム上部に配

置。  

⑥大岡川プロムナード沿いの低層部  

にぎわいを創出する商業施設を配置  

⑦地階  

ビル就業者や駅の利用者に配慮した店舗等を地階の駅連絡通路沿い

に配置。  

⑧駐車場  

地階に配置するが、津波による浸水の可能性を考慮して、防潮板や

止水板などを設置。  

    ｄ  機能別整備方針  

（ａ）行政機能  

民間ビル等に分散している部局を集約して、来庁者の利便性と業務

の効率性を高める。また、市役所で扱うさまざまな行政情報及び 個人

情報の保護の観点、不審者の侵入防止などの防犯上の観点などか ら、

来庁者及び職員の立ち入り可能な場所を明確にするなど、セキュ リテ
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ィーの確保にも配慮する。  

・職員アンケートや各局ヒアリングによる現状の執務室の主な課 題は

以下のとおりである。  

 ・執務室の狭隘化、打ち合わせスペース・会議室・来庁者応対 スペ

ースの不足  

 ・壁で区画された閉鎖的な執務室  

 ・ＯＡケーブルが突出するなどＩＣＴ化対応のおくれ  

 ・誰でも執務室内奥まで立ち入ることができる脆弱なセキュリ ティ

ー  

・整備方針、基準階の基本的なレイアウト及び各スペースのイメー

ジ  

 

図の中央よりも上半分は、市民対応の多い窓口フロア、また下半分

はそれ以外の標準的なフロアのイメージを示している。  

また、各部屋を色分けして、それぞれを職員のみが利用できる職員
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エリアと来庁者と職員が利用できる共用エリアとしている。  

①執務スペース  

・フロア全体を有効に活用できる平面構成。  

・フロア内に一体感を持たせて開放的で視認性のよいオープンフ

ロアを基本とする。  

・執務室の机などは最適な位置に規則的に配置するユニバーサル

レイアウトという考え方を基本とし、機構改革や人事異動等の

際も人と書類のみが移動し、レイアウト変更によるコストと時

間を省く。  

・執務室を横断する赤い点線は主要動線であり、人と人とのすれ

違い、車椅子や台車等の通過にも配慮した、有効幅を確保する。  

・執務室の壁は、可動式または移動可能な間仕切りを備えたもの

とし、床をフリーアクセスとするなど将来の行政需要の変化や

機構改革などに柔軟に対応できるよう配慮する。  

②連携スペース  

・各フロア、部署の持つ特殊事情に応じた使い方や、職員の横断

的なプロジェクトなどでコミュニケーションの促進を図るスペ

ースとして、各フロアの裁量により使用できるようにする。  

③コピー機等設置スペース  

・コピー機・シュレッダーなどフロア内の共有機器の集約を図る。  

④窓際のオープンミーティングスペース  

・予約不要で職員なら誰でも容易に利用できるオープンな打ち合

わせスペースとして、使用人数に応じて配置や人数を調整でき

る机や椅子を設置する。  

⑤及び⑥ロッカー室や書庫  

⑦窓口カウンター  

・申請受付など来庁者の多い部署は、申請書類の大きさなどにも

配慮したゆとりのある窓口カウンターを設置する。  

⑧待合・記載スペース  

・機密情報やプライバシーの保護などの観点から、個別ブースや



 - 14 -

個室を設けるなど、市民が安心して手続や相談などが行えるよ

う配慮する。  

⑨会議室  

・来庁者対応用の会議室として、使用人数に応じて面積調整が可

能な仕様とする。  

・現状では深刻な会議室不足であるため、各フロア会議室とは別

に会議室フロアを設けて、予約システム等の工夫により効率的

な運用を行う。  

・執務室のセキュリティの確保  

行政情報や個人情報の保護、防犯上の観点などから来庁者の立ち入

り可能な場所を明確にするとともに、職員についても特定の職員 しか

入室できない区画を設けるなど、業務の性質や扱う情報に応じて 、セ

キュリティーのレベルを区分する。  

セキュリティーの確保を補完する機能として、カードキー等による

入退室機能の導入や防犯カメラの設置等を検討する。  
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○セキュリティ区分のイメージ  

《来庁者と職員が利用できる共用エリア》  

①レベル１  

・窓口カウンター、待合・記載スペースであり、開庁時間は誰

もが自由に出入りできるオープンなエリア。  

②レベル２  

・会議室は来庁者と職員が打ち合わせや会議等で利用するエリ

ア。  

・機密情報やプライバシー保護などの観点から、原則個室型。  

《職員のみ利用できるエリア》  

③レベル３  

・行政情報の保護の観点から、原則来庁者の立ち入りは不可と

するエリア。  
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・職員は、原則カードキー等の認証により出入りする。  

④レベル４  

・特定の職員のみが利用できるエリア  

・行政情報の中でも特に重要で機密性の高い情報などを扱う限

られた職員のみが出入りでき、作業室や保管用書庫等として

使用する。  

 

（ｂ）議会機能  

開かれた議会を目指すとともに、効率的な議会活動が行われるよう

議場等の拡充、セキュリティーの強化、迎賓機能の充実を図る。 議長

の諮問機関として昨年度設置された新市庁舎整備に向けた議会棟 のあ

り方調査会での検討結果を踏まえて、諸室ごとの整備方針を示す 。ま

た、行政機能同様、さまざまな情報の保護の観点などから、来庁 者の

方及び議員の立ち入り可能な場所を明確にするなど、セキュリテ ィー

の確保にも十分配慮する。  

・部屋ごとの整備方針  

①本会議場  

・伝統ある横浜市会の雰囲気を大切にし、ゆとりを持ったスペー

スを確保する。一般傍聴席や賓客用の特別傍聴席、一般の記者

席、カメラ席を設ける。附属施設として、傍聴者ロビー、当局

職員控室を設置する。  

②委員会室  

・常任委員会専用室のほか、市会運営委員会室、運営理事会室、

全員協議会室及び予算・決算特別委員会室を設け、常任委員会

室及び市会運営委員会室には当局控室等として利用できる副室

を併設する。運営理事会室を除く各部屋に傍聴のしやすさ、安

全性に配慮し、記者席・傍聴席を設置する。また、セキュリテ

ィーの観点から傍聴者と議員との動線をできる限り分離する。  

③議員控室  

・議員専用フロアに配置する。会派の人数変動に応じて柔軟に変
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更できる構造・設備する。  

④正副議長室  

・議長応接室・副議長応接室を備えた正副議長室として、来客の

待機室を設置する。  

⑤応接室  

・共用の応接室を設置するとともに、海外からの大人数の賓客な

どに対応できる応接室を設置する。  

⑥会議室  

・共用の会議室を設置するとともに、研修会や議連総会といった

多目的に利用できる会議室を設置する。視察の受け入れ、賓客

の受け入れのためにプレゼンテーション対応が可能な会議室も

設置する。  

⑦図書室  

・十分な蔵書スペース、配架スペース、閲覧スペース、政務調査

用スペースを備えて、市民開放とする。議会局事務室と近接し

て配置し、利用者のさまざまな問い合わせに答えるレファレン

スサービスが可能な施設とする。  

⑧その他  

・議会活動や市政情報を市民に紹介するＰＲコーナーや記念品・

資料などを展示するスペースを市民が利用しやすい場所に設置

する。  

⑨議会局の事務室  

請願・陳情・情報公開等の市民対応スペースを確保する。  

⑩飲食店等  

議会棟からも利用しやすい位置に配置する。  

・議会棟各階イメージとセキュリティー  

①来庁者にわかりやすいフロア配置  

・フロアごとに機能を分離し、明確化する。  

例えば、議会棟の玄関となるエリアには事務室を置くとともに、

ＰＲコーナーや市民に開放される図書室や応接室を配置する。  



 - 18 -

②情報漏えいや防犯等の観点  

・来庁者及び議員の立ち入り可能な場所を明確にし、セキュリテ

ィーを確保する。  

例えば、エレベーターについても、一般用と議員用に分け、議

員専用フロアには原則として議員用エレベーターだけがとまる

ようにしたり、来庁者と議員が利用可能な共用フロアでは一般

動線と議員動線を分離することなどを考えている。  

（ｃ）市民利用機能  

市民情報センターや市民相談室、案内所、市民協働・交流室、屋根

つき市民広場であるアトリウムは市民にわかりやすく使いやすい よう

建物低層階に配置する。手続や相談業務については、プライバシ ーの

保護の観点などから、必要に応じて個別ブースや個室を配置するなど 、

市民が安心して手続や相談が行えるよう配慮する。  

（ｄ）危機管理機能  

大規模地震を初め、危機が発生した際には、横浜市の対策本部とし

て、情報の収集、集約、対策の立案、決定を行う危機管理センタ ーを

整備する。災害発生時に、迅速かつ的確な意思決定ができるよう に災

害対策の本部機能は同一フロアに集約する。津波が発生した場合には 、

住民や来街者が緊急的に避難できる機能を建物及び周辺に設ける。  

（イ）関内・関外地区のまちづくりについて  

ａ  上位計画における関内・関外地区の位置づけ  

３つの上位計画に基づいて、横浜の成長力となり、時代の変革をリー

ドする都心部として、関内・関外地区が各地区と連携・役割分担をして、

横浜都心部全体の活性化に資するまちづくりを展開することが必要であ

ると考えている。  

（ａ）環境未来都市計画  

205 0年都市の世紀をリードする横浜の先進性と突破力、安心で高品

質な生活基盤が支える幸せな市民生活など、横浜市が環境未来都 市と

して目指すべき７つの将来像が掲げられている。  

（ｂ）関内・関外地区活性化推進計画  
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関内・関外地区が目指すべき町の将来像としてＯＬＤ＆ＮＥＷ、都

市活力創造都心、快適環境都心、協働・共創都心の４つの基本方 針を

挙げている。  

（ｃ）都心臨海部再生マスタープラン  

横浜駅周辺地区や関内・関外地区など５地区で構成される横浜都心

部において、それぞれの地区の魅力を最大限生かした計画とし、 中長

期を見据えたマスタープランづくりを現在進めており、平成２６ 年度

に策定する予定である。  

ｂ  上位計画・現状をふまえた関内・関外地区のまちづくりの方向性  

（関内・関外地区の強み・特色とそれに対する将来のまちづくりの方

向性）  

（ ａ ） 開港 以 来 の歴 史 、 観光 資 源、ス ポ ーツや 文 化芸術 の イベン ト 等の 都

市 を 楽 しむ こ と ので き る コン テ ン ツが コ ン パク ト に まと ま っ た都 市 環

境  

文 化 芸 術、 ス ポ ーツ 、 エ ンタ ー テ イン メ ン ト機 能 の 導入 ・ 強 化、 文

化 芸 術 創造 都 市 の推 進 に より 、 横 浜独 自 の 都市 文 化 のさ ら な る充 実 を

図 る こ と、 公 園 など の 公 共空 間 の 有効 活 用 を行 う た めの 環 境 整備 を 進

めることなどが考えられる。  

（ ｂ ） 常に 新 し いこ と を 発信 し 、創造 的 な人と 企 業が集 ま るみな と まち と

してのブランド力  

大学などの教育施設や企業などの誘致を通して創造的な人と企業を育

て、集めること、創業地区、創造都市の中心地としてビジネスチャンス

のある町にすること、みなとまちを感じられる都市環境の整備をさらに

進めることなどが考えられる。  

（ ｃ ） 関 内 ・ 関 外 地 区 及 び そ の 周 辺 の 中 区 ・ 西 区 ・ 南 区 の 居 住 人 口 は 約    

４ ４ 万 5000人と 多 い ため 、 商 品や サ ー ビス を 購 入す る 人 を多 く 抱 え る

都心部としてのポテンシャルがある。  

居 住 エ リ ア の 近 接 性 を 生 か し た 企 業 の 誘 致 を 行 う こ と 、 居 住 環 境の

向 上 を 図り 、 都 心生 活 を 満喫 で き る魅 力 的 な町 を 目 指す こ と が考 え ら

れる。  
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（ ｄ ） 活発 な 地 域コ ミ ュ ニテ ィ ー と市 民 文 化の 基 盤 があ り 、 居住 者 や 来街

者層に多様性と多文化性を持つ  

都 心 部 の 地 区 間 交 流 を 活 性 化 し 、 来 街 者 の 回 遊 性 を 高 め る た め の都

心 交 通 体系 を 検 討す る こ と、 地 域 コミ ュ ニ ティ ー の 力を 生 か した ま ち

づ く り を進 め る こと 、 多 文化 共 生 の町 と し ての 魅 力 を生 か し たま ち づ

くりを進めることなどが考えられる。  

    ｃ  関内駅周辺地区のまちづくりの考え方  

（ａ）関内駅周辺地区のまちづくり戦略  

①文化芸術、スポーツ、エンターテインメントの拠点を整備し、 都市

のブランド力を強化する  

・関内・関外地区の核となる文化芸術、スポーツ、エンターテイン

メントの拠点施設を整備し、休日の来街者の増加につなげるとと

もに、関連産業の周辺への立地を推進する。  

②関内・関外地区の独自性を打ち出す人と企業を集め・育てる  

・大学などの教育施設や独創的なグローバル企業、世界的な研究者

やトップアスリート、トップデザイナーなどを誘致、育成するこ

とにより、地区の個性を強化する。  

③関内・関外地区の強みを活かした、都心部の産業強化を図るた めの

拠点の整備  

・オフィス、研究開発、マーケティング施設などの成長産業の拠点

施設の整備、ベンチャー支援、異分野融合、産学連携などを推進

する。  

④横浜都心部の回遊性を高めるための交通拠点機能の強化  

・横浜都心部の各地区間の回遊性向上に資する交通拠点を整備し、

新たな交通手段を導入する。  

⑤象徴的な公共空間の整備  

・ＪＲ関内駅の改良、ＪＲ関内駅高架下の利活用の促進、大通り公

園からくすのき広場、横浜公園を経て日本大通りを結ぶ緑の軸線

の強化、くすのき広場の象徴的空間としての再整備など。  

（ｂ）関内駅周辺地区のまちづくりのテーマ  
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まちづくり戦略から、現時点では４つのテーマを設定して、それぞ

れのテーマから拠点として位置づけた。  

①テーマ１：スポーツ＆健康  

スポーツ関連産業集積拠点  

②テーマ２：アート＆デザイン  

文化芸術創造都市拠点  

③テーマ３：成長産業  

生活関連産業育成・集積拠点  

④テーマ４：観光・エンターテインメント  

エンターテインメント集積拠点  

 

４つのテーマをもとに、地元を初め、関連企業から意見を伺いなが

ら、町の将来像をまとめていくために、ある程度のイメージを示 す必

要があるので、４つのテーマを組み合わせた３つのケースについ て検

討した。  

①ケース１：文化芸術創造都市拠点＋スポーツ関連産業集積拠点  

・芸術系の大学など、語学や文化等の国際教育に重点を置く教育

施設を立地するなど、アート・デザインをテーマとした国際的

な文教機能を集積し、創造的な人が集まり、創造的な産業が生

まれる拠点をつくる。  

・集客施設として、文化体育館機能を強化したアリーナ施設を整

備し、あわせてスポーツや健康に関する企業のオフィスや研究

開発、マーケティング、プロモーション施設を整備し、スポー

ツ・健康産業の拠点とする。また、スポーツ医療施設やスポー

ツに関する学術研究機関を立地させ、さまざまな業種の交流・

ビジネスマッチングなどを進めることで、スポーツ関連企業が

集積し、新たな産業を生み出す。  

・文化芸術創造都市拠点の施設例としては、アート・デザイン系

の大学などの教育施設・企業、ライブラリーやシアター、多言

語教育を行う学校などの国際教育施設等があり、期待する波及
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効果として、アート・デザインとスポーツ産業の接点の創出、

国際的に活躍する人材の輩出などが考えられる。  

・スポーツ関連産業集積拠点の施設例としては、プロ用と市民用

のアリーナ施設、スポーツ関連産業拠点、先端医療、スポーツ

医療施設などがあり、期待する波及効果として、プロスポーツ

イベントの集客による地域の活性化、スポーツ関連の飲食店や

小売店等の立地需要の喚起などが考えられる。  

②ケース２：生活関連産業育成・集積拠点＋スポーツ関連産業集積

拠点  

・地区内及び周辺に居住地が多いという立地特性を生かし、生活

に関連性の深い成長産業の機能を集積し、研究開発、マーケテ

ィング、プロモーションの場など、ビジネスに優位な環境整備

をあわせて行う。さらに、アート・デザイン系の大学などの教

育施設をあわせて立地させることで、産業とデザイナーの連携

による新たな付加価値を持った製品開発などが行われる環境を

つくる。  

・プロスポーツ大会を行うことができる文化体育館機能を強化し

たアリーナ施設を整備する。  

・市民が利用する体育館とトレーニングジムやクリニック等の複

合施設をあわせて整備することで、市民の健康増進をサポート

する拠点とする。  

・生活関連産業育成・集積拠点の施設例としては、オフィス、研

究開発、マーケティング、プロモーション施設などの生活関連

産業の拠点、産学連携の共同研究開発拠点、アート・デザイン

系の大学などの教育施設や企業などが考えられる。これにより

期待される波及効果としては、新製品、新規事業の企画開発や

研究開発、プロモーションができる町としての価値の向上、京

浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区と連携する拠

点の形成などがある。  

・スポーツ関連産業集積の拠点として、ケース１と同様の施設及
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び波及効果が挙げられる。  

③ケース３：エンターテインメント集積拠点＋スポーツ関連産業集

積拠点  

・コンサートホールなどのエンターテインメント機能を集積させ

る。あわせて、エンターテイナーのための創作拠点施設、劇団・

制作等のエンターテインメント関連産業の機能を集積させるこ

とで、エンターテインメント関連産業の拠点性をつくり出す。  

・横浜独自の文化芸術の創作、アジア・世界に向けての発信機能

が集積する拠点とする。  

・ケース２と同様にアリーナ施設を整備し、スポーツの拠点とす

るとともに、市民の文化的活動の拠点、中小規模の国際的な会

議や人材の研修、市内企業の福利厚生で利用される宿泊施設を

整備することで、市民活動と企業活動の拠点とする。  

・エンターテインメント集積拠点の施設例としては、コンサート

ホールやライブハウス、エンターテインメントの創作拠点など

が考えられる。  

・その波及効果として、エンターテインメント産業を核とした創

造的なかいわい形成の促進、独自の文化を創造するエンターテ

インメントの都市としての横浜のイメージがシティーセールス

につながることなどが挙げられる。  

・スポーツ関連産業集積の拠点としては、ケース１、２と同様の

施設及び波及効果が考えられる。  

（ｃ）今後の進め方  

関内駅周辺地区のまちづくりに対する３つのケースを題材として、

地元の方々等に示し、意見・提案をもらいながら検討を進める。 あわ

せて、本特別委員会に諮り、にぎわいと活力の拠点として、魅力 あふ

れる将来像を作成し、新市庁舎整備基本計画にその内容を盛り込 んで

いく。  

 

  ウ  各委員からの主な意見・要望  
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・環境未来都市横浜の新市庁舎としての気概が伝わってこない。環境設備に

ついて横浜市の現状把握と企業の今の技術、国が目指している技術に差が

ある。新市庁舎ができたときに、他都市のほうが進んでいるということに

ならないようにしっかり検討されたい。  

・市庁舎整備において一番必要なことは、職員がパフォーマンスを発揮でき

ることだと思う。建物にこだわっていくと、縦割りになりがちなので、横

の連携がとれる工夫をしていかなければいけない。１つの部局だけで解決

できない問題がこれからふえていく中で、職員が他局と連携をしながら市

民の問題を解決するために、レイアウトを何よりも大事に考えていただき

たい。  

・効率性・機能性も大事だが、都市景観との調和や町のシンボルということ

を考えると、デザインも１つシンボリックな部分であるので、ぜひ考慮し

てもらいたい。  

・北仲通地区のまちづくりとして考えると、北仲通北地区には歴史的に残す

べき部分もあるので、その点も含め、北仲通南地区との連携も考慮しなが

ら、進めてもらいたい。  

・整備地は、大岡川に隣接した土地であり、本来は横浜市の魅力である水辺

空間をもっと活用すべきである。水辺空間のにぎわい創出、またシーバス

などの交通手段の検討も有効かもしれないので、そういった幅広い考え方

を持たせるべきである。  

・みなとみらいには当然大きな集客力があり、新たな市庁舎整備をすること

で北仲通地区周辺も開発が進み、関内駅との新たな交通手段も含めた動線

が関内・関外地区の活性化の１つの起爆剤にもなると思う。みなとみらい

と黄金町近辺をつなぐ動線ができれば、伊勢佐木長者町周辺も新たな魅力

が増してくる。横浜市独自で考えるのではなく交通事業者の協力を得て検

討していただきたい。  

・関内駅周辺のまちづくりについて大変大きな方向性を示す中身になってい

て、これからいろいろと検討が進められると思うが、例えば大学があれば

若い人がふえ町の活性化になり、近くの商店と連携することも効果が大き

いと感じられる。  
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・市庁舎整備に当たっては、民間で取り入れられているようなさまざまな効

率化やスペースづくりの手法も必要になってくると思う。民間で標準的に

導入されている各部局に関係なく使える打ち合わせスペースやペーパーレ

スを進めるためのスペース配置などしっかりデータを取りながら検討して

ほしい。  

・庁舎に自然の光を取り入れるという整備案があったが、以前に堺市を視察

したときに、自然の光がふんだんに入ってくるため暑い日では、室温が上

昇して結局エアコン代がかかってしまうということもあるので、トータル

的に考えていく必要がある。  

・新市庁舎については、ＯＬＤ＆ＮＥＷの結節点ということになるので、何

らかの形で横浜市の未来性と、横浜市の歴史性の両方を表現するものにす

ると横浜市民のシンボルとなり、横浜市民の市庁舎に対する愛着度という

ものもより深まるのではないかと思う。  

・機能別整備方針の中で局長室が個室の表現になっているが、そのメリット、

デメリットがあると思うので、新しい横浜市役所の業務のあり方について

検討していただきたい。  

・関内・関外地区のポテンシャルを引き出していく議論はここに何を持って

くればいいのだかというだけではなく、持っている地の利を生かして、そ

れを二次元方向だけではなく三次元方向にも活用するアイデアを整理して

ほしい。  

・建物は永く使えるというのは非常に大事なことだが、設備については、技

術革新が進んできているため、状況に応じて切りかえることも必要である。

技術革新が進むものと、そうでないものに分かれると思うので、空調等の

設備的なものに関してはそういうこともしっかりと考えて進めていただき

たい。  

・財政的制約の中で、できるだけ民間の力でやることによりほかの事業に予

算を回せるという考えもあり、横浜市のこれからの財政計画の中でどうい

うバランスでやっていくかという視点が必要である。民間資金も含めた総

事業費など、財政的な視点も示すべきである。  

・減災の観点から新市庁舎が役割を果たすという点では、津波対策など減災、
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防災機能を検討いただきたい。  

・セキュリティー管理がカードキー等の認証によるものということだが、機

密事項が多い行政では弱く、指紋認証や虹彩認証など、さまざまなセキュ

リティーシステムがあると思うので、行政にふさわしいものを検討してい

ただきたい。  

・関内・関外地区の分断の解消による連絡性の強化という点で、首都高速道

路が分断の要因になっていると思うので、ふたをして、その上に歩行者動

線や、公園等を整備することについて議論してほしい。  

・新市庁舎はオリンピックのために建てるわけではないが、オリンピックも

2020年で決まり、例えば、文化体育館なども世界のトップアスリート に練

習場として使ってもらうなど、多くの来街者が来る要素にもなると思うの

で、決まった魅力あるイベントに対して、この整備も連動性ができるよう

にしていただきたい。  

・横浜は人口 3 7 0万人の大都会になり、人が集う町になった。その町を 後 世

に残すために、今できることに全力を挙げるべきであり、後ろ向きに議論

を進めても後世には何も伝えられない。  

 市庁舎建設と関内・関外のまちづくりの議論を、長年見てきたが、やっと

今具体的な行動の議論ができる。ぜひ立場を超えて力を合わせ後世のため

に、ともに充実したものとしていくべきである。  
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（４）市外視察（平成２５年１１月１９日）  

 

ア  視察先及び視察事項  

  （ア）  東京都庁  

      ・都庁舎における維持管理について  

  （イ）  町田市役所  

      ・新市庁舎の整備について  
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（５）第４回委員会（平成２５年１１月２７日）  

 

  ア  議題  

    １  今年度の検討状況と今後の検討項目について  

    ２  議会棟のあり方の検討について  

    ３  新市庁舎の規模・事業費の精査について  

 

  イ  当局説明の概要  

  （ア）議会棟のあり方の検討について  

    ａ  新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方の検討経緯  

平成２４年に新市庁舎整備基本構想の策定の過程の中で、市長か ら議

長宛てに検討依頼があり、それを受けて議長から新市庁舎整備に向けた

議会棟のあり方調査会に対して諮問が行われた。  

当時、調査会委員名簿のとおり、各交渉会派からの代表の委員に 昨年

７月から１１月にかけて御協議いただいた結果、委員全会一致で新市庁

舎整備に向けた議会棟のあり方についての答申がまとまった。その後、

１１月１５日に松本座長から議長宛てにこの答申を提出し、その後議長

から市長宛てに報告している。  

ｂ  諸室の想定面積の考え方  

①本会議場  

面積は 9 4 5から 1095平方メートルとされている。内訳は、議場につい

て は最 大 1 0 0席 の議 席を 想定 し、 4 5 0か ら 6 0 0平 方 メー トル としてい

る。現在議員定数は８６人だが、特別自治市など新たな大都市制 度や

道州制など将来の動きも想定して、一定の余裕を持った議席数と して

いる。この面積は、神奈川県議会における議場の議員１人当たり 面積

が約 4 . 5平方メートル、指定都市の平均では約６平方メートルである

ことを考慮したものである。  

②傍聴席  

一般傍聴席 2 0 0から 2 5 0席、内外の賓客等に対応するための特別傍聴

席が１０席、カメラ席を含む記者４０席を設置することとしてい る。
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現状では、傍聴席は 1 1 6、記者席は２０席だが、それぞれその２倍程

度としており、面積も現状 1 4 8平方メートルの２倍程度の 3 0 0平方メ

ートルとしている。このほか、５０人程度が待機できる傍聴者ロビー、

当局職員控室等を設けることとしている。  

③委員会室  

合計で 2280から 2650平方メートルとしている。このうち常任委員 会室

は、特別委員会室兼用だが、８常任委員会室それぞれ専用室を設 ける

こととして、それぞれに一般傍聴席２０席、記者席１０席を設置 する

こととしている。面積は８室合計で 1120から 1360平方メートルと して

いる。委員会室の面積について、指定都市平均では 1 4 1平方メートル、

東京都では 1 7 2平方メートルとなっていることなどを参考に、１部屋

当 た り 1 4 0か ら 1 7 0平 方 メ ー ト ル と し て 、 ８ 室 合 計 す る と 1120か ら

1360平方メートルとしている。また、運営委員会室も専用の部屋とし、

同様の考え方で 1 4 0から 1 7 0平方メートルとしている。  

④委員会室副室  

９室 3 6 0平方メートル、１部屋４０平方メートルだが、これは正副委

員長打ち合わせや当局の職員の交代の際の待機室等として利用す るこ

ととしている。  

⑤全員協議会室及び予算・決算特別委員会室  

6 0 0から 7 0 0平方メートルとしているが、この考え方は分割して２室

として利用可能な形態の全員協議会室１室 6 0 0平方メートル程度を設

置するか、あるいは 4 0 0平方メートルの全員協議会室１室と 3 0 0平方

メートルの予算・決算特別委員会室１室の合計 7 0 0平方メートルのい

ずれかの形態をとるとしている。  

⑥議員控室  

議員１人当たり１５から２０平方メートルで、合計 1500から 2000平 方

メートルとしている。これは、現在議員１人当たり面積 11.3平 方メー

トルという現状があり、また政令市平均では１人当たり 12.4平 方メー

トル、神奈川県では 17.8平方メートル、東京都では 22.6平方メー トル

であることなどを参考に設定した。  
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なお、各会派の所属議員数に応じて割り振られるスペースの中で 、会

派会議室、面会室、応接室、打ち合わせスペース等が各会派の判 断で

設置できるとされている。  

⑦正副議長室  

2 7 0平方メートルとしている。現状の面積 1 9 3平方メートルに副議長応

接室と来客控室の各４０平方メートルを追加したものである。  

⑧応接室  

合計で 4 1 0平方メートルとしている。一般応接室３室のほか、海外等か

らの３０人程度の規模の来客にも対応できる規模の迎賓用応接室１室と

議会棟受付付近に来客対応用の応接室３室を設けることとしている。  

⑨会議室  

合計で 7 5 0から 8 5 0平方メートルとしている。一般会議室６室のほか、

新たに議員研修会や議員連盟活動等に利用できる多目的ルームや視察受

け入れ、迎賓対応用の会議室をそれぞれ１室設置することとしている。  

⑩図書室  

4 0 0平方メートルを想定している。現在は議員及び市会関係者のみの利

用だが、今後は市民の利用も可能なものとし、規模は指定都市最大規模

の大阪市会の図書室の 3 3 8平方メートルを参考に、 4 0 0平方メートルと

している。  

⑪その他  

合計で 1324平方メートルの面積で、内訳としては、ＰＲコーナーを 1 8 0平

方メートル、これは資料や映像等により、議会活動や市政情報等を市民

に紹介するための場所であり、他の指定都市では特に設置されていない

が、神奈川県議会では２０平方メートル、東京都議会では 3 5 1平方メー

トルのＰＲコーナーがあることから 1 8 0平方メートルとしているところ

である。  

 また、災害対応のための宿泊機能を備えた施設や議会局事務室、請願・

陳情等の受け付け等に利用する市民対応スペース、書庫・倉庫等を設け

ることとしている。  

⑫合計  
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本会議場からその他まで議会機能の専用部分を全て合計すると、 約 7900

から 9000平方メートルとなる。  

  （イ）新市庁舎の規模・事業費の精査について  

ａ  新市庁舎の規模を精査する２つの前提  

①新市庁舎整備基本構想  

・基本構想では、整備場所と整備パターンを相対的に比較・検討 する

ため、行政機能、議会機能、市民利用機能、危機管理機能の面積を

専用部面積で約６万平方メートルから８万平方メートル、共用部も

含んだ合計面積で約１０万平方メートルから１３万平方メートルと

し、今後詳細な検討を行うこととした。  

・基本構想で北仲通南地区を整備予定地と位置づけたので、前回 の委

員会で議論された整備基本方針等を踏まえ、当該予定地における新

市庁舎の規模を改めて精査した。  

②北仲通南地区に定められている都市計画  

・整備予定地である北仲通南地区は、用途地域、高度地区に加え て、

再開発地区計画、高度利用地区、市街地再開発事業などの都市計画

が決定され、建物の規模や高さに関する計画検討に当たっては、こ

の規定が前提となる。  

・容積率の最高限度は、1080％、最低限度は 3 0 0％と定められている。

その他、建蔽率の最高限度、建築面積の最低限度、壁面位置の制限

などがある。建物の高さの最高限度については、再開発地区計画に

おいてエリアごとに定められている。  
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・建築物等の整備方針の中では「みなとみらい２１地区と既存都 心部

である関内地区の接点であることを象徴する超高層建築物とする。」

また、「周辺の街並みとの調和を図るため建物の高さについては既

存の街並みとの連続性を考慮するとともに、敷地内においても建築

物の高さを段階的な構成とする。」と定められており、このような

都市計画の内容に沿った建物計画とすることが必要となる。  

ｂ  新市庁舎に集約する機能と職員数について  

①新市庁舎に集約する機能  

・関内地区の民間ビル等に分散している組織の執務室、会議室な どを

集約し、配置する。ただし、本庁機能を有しない組織や研修組織は

集約しないものとする。  

②新市庁舎規模算定のための職員数  

・関内地区に勤務する職員数は平成２５年５月時点で市庁舎に 1566人 、

周辺の民間ビル等に 4437人の合計 6003人で、近年はやや増加傾向で

あり、９月に財政局の納税内部事務の集約化により、 1 1 7人の職員

が関内へ異動してきた。  

新市庁舎規模算定のための職員数は、５月時点の 6003人に９ 月に関

内に異動した 1 1 7人を加え、集約しない人数を差し引いて整理する

と約 6000人になる。  

職員数の長期的動向については、市民ニーズの多様化、地方分権の

進展に伴う国や県からの権限移譲、区役所への分権などの要因によ

ってさまざまに変化することが予想され、現時点で確定することは

難しいため、基本計画ではこの 6000人を基準として検討を進める。  

ｃ  新市庁舎の規模  

・昨年度策定した基本構想で示した行政内部と市会部門の規模（面積）

について、前回の委員会で議論した機能別整備方針を踏まえて精査し

た。  

・下層部に配置する商業施設及び駐車場についても検討を行い、新市庁

舎の規模として整理した。  

・今後、設計段階でさらに詳細な検討を行う際には、今回整理した数値
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を基本とし、必要に応じて増減を行うこととする。  

（ａ）行政部門及び市会部門の専用部の規模  

①事務室  

・国の算定基準に基づく試算値や他都市・民間オフィス事例など

を参考に、現状を踏まえて整理し、事務室の規模算定の基準職

員数は、市民情報センター、市民相談室、危機管理センター等

の一般事務室以外の諸室で働く職員数約 2 5 0人を 6000人から 除

いた 5750人とした。  

・部長以下の職員１人当たりの面積を、来客の多い窓口型の執務

室（来客の待合空間等を含む）を約 8 . 3平方メートル、その他

の一般的な執務室で約 6 . 6平方メートルとし、局長室及び企業

局などの面積を含め、合計面積を約４万 5100平方メートルとし

た。  

・全職員に対する１人当たり面積は、約 7 . 8平方メートルである。  

・特別職関連室は、現状規模をベースに、市長会見室など必要な

スペースを拡充し約 8 0 0平方メートルとする。  

②書庫・倉庫  

・新市庁舎への書庫・倉庫の設置は必要最小限とし、長期保存文

書等については、賃料の低い場所にある民間倉庫などを積極的

に利用して保管する。  

・文書量自体の削減を推進し、民間倉庫利用についても徐々に削

減していくことを想定する一方、大都市制度の実現などにより、

将来職員数の増員があった場合の事務室拡張にも柔軟に対応で

きるよう可変性にも考慮し、合計面積を約 5100平方メートルと

する。  

③会議室  

・稼働率が高く、必要時に使用できない状況が慢性化している共

用会議室を拡充する。  

・迎賓機能を持つ特別会議室を設置する。  

・会議室フロアへの集約や予約システムの工夫等により効率的な
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運用を図る。  

・各階の会議室も含め、合計面積を約 5400平方メートルとする。  

④その他の諸室  

・新市庁舎ビルの防災センター、守衛室など、それぞれの用途に

応じた必要面積を確保することとし、合計面積を約 2400平方メ

ートルする。  

⑤市民情報センター  

・資料閲覧コーナー、資料貸し出しカウンターなどを拡充し約 5 0 0

平方メートルとする。  

⑥市民相談室  

・相談ブースや待合空間などを拡充し、約 5 0 0平方メートルとす

る。  

⑦案内所  

・庁舎内の総合案内、受付及び一時的な対応を行うスペースとし

て約 1 0 0平方メートルとする。  

⑧市民協働・交流室等  

・市民や行政による講演会、講座、シンポジウムなどができる 1 0 0

人規模の会議スペースや展示スペースなど合計面積を約 8 0 0平

方メートルとする。  

⑨屋根つき市民広場（アトリウム）  

・市民の待ち合わせや休憩場所であるとともに、横浜らしさを感

じるイベントなどを実施する場として、再開発地区計画で定め

られている 1200平方メートル以上の規模を確保する。  

⑩危機管理センター  

・本部運営室、関係機関執務室などを含んで、現庁舎と同規模の

1900平方メートルとする。なお、緊急時には、関係者の業務ス

ペースとしてさらなるスペースが必要となるため、通常は会議

室として使用するスペースを転用できるよう、会議室フロアを

危機管理センターに近接配置する。  

⑪議会機能  
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・（ア）議会棟のあり方の検討について議会棟の規定面 積 7900～

900 0平方メートルの中間値 8500平方メートルを仮置きしている。 

行政部門及び市会部門の専用部の面積は、それぞれ６万 2600平方メー

トル、 8500平方メートルとなり、合計で７万 1100平方メートルとなる。

合計面積及び各諸室の面積ともに、基本構想で示した規模の範囲内であ

る。  

（ｂ）大都市制度の実現などによる将来の変化への柔軟な対応  

・今後、地方分権の進展に伴う国や県からの権限移譲、とりわけ特

別自治市制度の創設による事務移譲及び職員、施設の移管による

組織や業務の拡大が予測されている。平成２４年３月に、横浜市

大都市自治研究会より出された第一次提言によれば、横浜市が特

別自治市に移行する際に、神奈川県から移管を受ける職員数とし

て約 9 4 0人が見込まれているとされているが、これらのうち本庁

舎で勤務する職員数は、移管される職員数の一部で、その他の人

数は区役所への分権や機能強化の推進などに充当されることが想

定される。また、不断の行政改革による組織・業務の縮小も予測

される。したがって、将来の行政需要や権限移譲による業務・組

織の拡大・縮小による職員数の増減については、執務スペースの

机などの配置に一部可変性を持たせることや、倉庫と事務室に互

換性を持たせるなど、フロア構成に柔軟性を持たせることで対応

してく。  

（ｃ）商業機能の規模  

・基本構想では、整備予定地を決めるための整備パターンの比較・

検討において、各パターンで敷地条件から建設可能なほぼ最大

限の規模の建物を建設した場合を想定して、建物内に余剰床が

発生する場合はオフィス・商業施設などの民間機能の導入を図

る計画として試算を行った。  

・北仲通南地区における建物の規模を精査するに当たっては、ま

ちのにぎわいや活力を創出する観点、来庁者や来街者の利便性

を向上させる観点、賃貸料収入によって本市の財政負担を軽減



 - 36 -

する観点、周辺の関係事業者への影響の観点などから、商業機

能及びオフィス機能の必要性や規模の検討を行った。  

①商業機能  

・再開発地区計画の土地利用の基本方針にあるように、業務施設

を中心に都心部にふさわしい機能を導入するとともに、町のに

ぎわいを形成するために商業施設等の立地を図る。前回示した

空間構成の考え方に基づき、大岡川沿いの１、２階には、にぎ

わいを創出するような飲食・物販等の商業施設を、また、地階

のみなとみらい線馬車道駅連絡通路沿いなどには、駅利用者や

来庁者の利便性に配慮した機能及び約 6000人の職員が就業する

新市庁舎ビルの支援機能として、飲食店、コンビニエンススト

ア、銀行、郵便局などの導入を想定している。  

・にぎわいを創出する飲食・物販等約 1500平方メートルに、 駅利

用者や来庁者、ビル就業者向けの商業施設約 2500平方メートル

を加えた約 4000平方メートル程度の商業施設を導入する。  

②オフィス機能  

・余剰床をオフィスとして民間に賃貸することについては、賃貸

料収入によって事業収支上のメリットがある反面、空室リスク

が大きいとの御意見、御指摘をこれまで市会の議論の中でもい

ただいた。そこで、今回、改めて今後のオフィス床の供給動向

について、建設、開発、不動産等の事業者にヒアリングを行っ

た結果、東京等からの本社機能誘致を目的として、まとまった

規模のオフィス床を賃貸する場合は、品川駅近隣地区との競争

力などから考えてリスクが大きいとの御意見が多くあった。  

・さらに、市内からのオフィス移転であれば、市内の民間賃貸業

の圧迫につながることになり、横浜市が積極的に進める意義に

欠けるのではないかといった意見も、ヒアリングの結果や地域

の方からあった。  

・一方、新市庁舎全体の規模を精査した結果、賃貸オフィス床を

設けなくても、都市計画に適合した建物計画になることが確認
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できた。  

・以上のことから、収益を目的として民間に賃貸するオフィス床

は原則整備しないこととして市庁舎の規模を整理する。  

（ｄ）共用部の規模  

新市庁舎ビルの共用部、つまり廊下、階段、エレベーターなどの

面積は、建物の形態によって異なってくる。前回の特別委員会で示

した建物配置の考え方、空間構成の考え方に、行政部門、市会部門、

商業機能の検討結果を加味して新市庁舎のボリュームや高さなどを

イメージであらわしたものがイメージ図となる。  

 

このイメージ図から共用部の面積を算定すると、アトリウムの面

積を含み約５万 3000平方メートルとなる。  

（ｅ）駐車場の規模  
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駐 車 場 の 規 模 は 、 横 浜 市 駐 車 場 条 例 に 基 づ く 付 置 義 務 駐 車 場 約

4 1 0台分を確保することとし、バイク置き場、駐輪場を含み約１

万 7900平方メートルとする。  

（ｆ）新市庁舎全体の規模  

全体で、約１４万 6000平方メートルとなる。そのうち、行政部門、

市会部門、商業機能の専用部の合計が７万 5100平方メートル、容

積率の対象となる延床面積は、共用部の面積を加えた１２万 8100

平方メートルとなる。  

（ｇ）都市計画規定への適合性  

容積率の対象となる延床面積は、既存の横浜アイランドタワーの

面積と合わせて約１６万 8300平方メートルで、容積率は 9 7 2％と

なり、都市計画で定める 3 0 0％以上、1080％以下を満たしている。

建築面積、建蔽率についても、それぞれ規定を満たしており、都

市計画の規定に適合した計画となっている。  

ｄ  事業費及び収支シミュレーション  

新市庁舎の規模で整理した内容に基づき、北仲通南地区で新市庁 舎を

整備する場合の想定事業費を算出し、収支シミュレーションを行った。

ただし、これらの想定は今後における資材の価格変動や設計段階におけ

るさらなる詳細検討での庁舎規模の変動などにより変更もあり得る。  

（ａ）収支シミュレーションの試算条件等  

①２パターンの収支シミュレーション  

いずれのパターンにおいても、仮に新市庁舎を整備しない場合に、

恒常的に支出しなければならない費用である民間ビル賃借料や現庁

舎の維持管理費等、また商業施設や駐車場の賃貸料などを収入とみ

なして試算を行っている。  

・基本構想では、市債償還終了前に当初の一般財源負担相当分の

回収が終了していたため、以降は、みなし収入をないものとし

ていたが、今回は引き続き民間ビル賃借料等約 2 2 . 6 8億円と現

庁舎の維持管理費の約 2.58億円の合計 2 5 . 2 6億円をみなし収入

として試算している。  
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・新庁舎の計画修繕を定期的に５年ごとに割り振り、支出として

見込んでいる。  

・パターン①  

基本構想と同様、港町にある現庁舎の改修費や解体費などの支

出、建物や土地の賃貸による収入を計上している。  

・パターン②  

現庁舎の扱いについては、関内・関外地区の活性化に向けたま

ちづくりの一環として、今後具体的に検討されていくものであ

るため、現時点で不確定である港町にある現庁舎の改修費や解

体費などの支出、建物や土地の賃貸による収入を除外している。 

②竣工までの事業期間  

今回は基本構想時と同じ８年間として試算しているが、次回の委

員会で示す予定となっている事業手法やスケジュールの検討とあわ

せて精査中である。  

③試算条件  

表のとおり整理した。  
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基本的な費用について、上記の試算条件を踏まえて計算した。  

①建設・設計費等  

 新市庁舎が完成し移転までに必要な費用  

・建設・設計費等  

基本構想では約 6 0 3億円と示していたが、今回の試算では 約 6 1 3

億円となっている。その内訳は、建設費が約 5 8 4億円、設計費等

が建設費の５％と想定し、約 29.2億円となる。なお、設計費 等に

は調査、基本設計、実施設計、工事監理費が含まれている。  
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・移転費  

約 7.4 7億円  

・退去修繕費  

約 5.9 6億円  

       新市庁舎完成後に毎年必要となる費用  

・維持管理費  

年間約 6.79億円  

・計画修繕費  

５０年間で 1 8 9 . 8億円  

②財源  

・基本構想の考え方同様、市債を発行して市がみずから調達するこ

ととする。ただし、商業スペースなど起債の対象外となる部分に

ついては一般財源で整備するので、今回の試算では設計・建設費

等 約 6 1 3億 円の う ち、市 債 が約 4 8 4億 円 、一般 財 源が約 1 2 9億円

となる。  

③収支シミュレーション（パターン①）  

・港町地区にある現行政棟については、改修をした上で民間等に賃

貸する。そして、市会棟は解体撤去して、土地を賃貸する。また、

新市庁舎ビルについては、商業機能及び駐車場の賃貸料収入を見

込むという前提に立っている。  

【最初の事業期間８年間】  

・支出  

新市庁舎の設計・建設費が合計で約 6 1 3億円かかり、一番のピ

ークは、新市庁舎工事に着手した５年目以降となり、約 1 4 7億

円ずつの支出となる。この８年間では、３年目の実施設計から

市債を発行しており、市債償還も少しずつ始まっている状況と

なる。  

・収入  

主たる財源については市債発行による収入になるので、３年目

の実施設計以降となる。工事が始まる５年目以降の４年間につ
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いては、年間約 1 1 8億円規模の市債発行が見込まれることにな

り、この市債発行が合計で約 4 8 4億円となる。  

新たな一般財源負担については、 5.84億円から始まり、８年目

では 4 7 . 5 2億円となる。これは、行政部分や市会部分として使

うところは起債対象になるが、商業機能スペースや企業局部分

は起債対象にならないことから一般財源を充てるため、一般財

源負担として出てくることになる。  

【入居が開始される９年目以降】  

・支出  

現庁舎の改修・解体費が新たな支出となる。この案の試算条件

では、現庁舎は改修して民間へ賃貸、また、市会棟については

解体・撤去するので、その費用が合計で約 37.4億円かかること

になる。また、移転・退去修繕費は、引っ越し費用と現在借り

ている民間ビルの原状復旧費等で約１３億円かかる。  

耐震改修市債充当分の繰り上げ償還については、現庁舎は約５

０億円かけて耐震改修を行ったが、そのときに発行した市債と、

議会棟も耐震改修を行ったので、そのときの財源として活用し

た市債については、市会棟を解体すれば繰上償還になる。解体

しなくても行政の使う庁舎でなくなり、民間に貸すという形で

用途変更すると、これも繰り上げ償還せざるを得ない形になる

ので、両者の場合においても約３０億円かかることになる。  

・収入  

民 間 ビ ル 賃 借 料 等 で 2 2 . 6 8億 円 、 及 び 現 庁 舎 維 持 管 理 費 等 で

2.58億円を収入としている。これは、現在支払っている周辺の

民間ビルの家賃分及び現庁舎の維持管理費などを一種のみなし

財源としてカウントしたものである。  

民間への土地、建物賃貸収入だが、入居翌年以降、現庁舎を改

修した民間への賃料収入、北仲通南地区の新市庁舎ビルの商業

機能や駐車場の賃料収入も入ってくることになる。  

・新たな一般財源負担  
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工事が終わって翌年だけは改修費と解体費、繰上償還などによ

り約８０億円の一般財源負担が出てくる。したがって、工事期

間の８年間プラス最初の１年間の９年間で、当初の一般財源負

担は合計で約 2 4 8億円が必要となる。入居を開始した２年目以

降は、新たな一般財源負担はなくなる。これは市債償還等の支

出をみなし収入等が上回り、余剰が出るためである。市債償還

については、事業年度で３８年、開業年度で３０年で終了し、

この間、新市庁舎入居翌年以降、市債償還期間中２９年間につ

いては、新たな一般財源負担はゼロで済むといった試算になり、

基本構想と同じ結果である。  

        ・事業年度４２年目、開業年度３４年目で、当初の９年間の一般

財源の負担額、約 2 4 8億円相当分の回収を終えることができる

試算になっている。  

【シュミレーション】  

③収支シミュレーション（パターン②）  

【最初の事業期間８年間】  

・支出  

 パターン①と同様  

・収入  

 パターン①と同様  

【入居が開始される９年目以降】  

・支出  

パターン①と同様だが、現庁舎の改修・解体費は除外している。  

・収入  

民間への賃料収入として、港町の現庁舎に係る部分の収入を除

外した北仲通南地区の商業施設と駐車場の賃貸収入が約２億円

発生することになり、その翌年以降も継続して賃貸料収入が入

るという試算としている。  

工事期間の８年間プラス最初の１年間の９年間で、当初の一般

財源負担は合計約 1 8 5億円となる。入居を開始した２年目以降 、
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新 た な 一 般 財 源 負 担 と し て 、 市 債 償 還 中 の ２ ９ 年 間 で 合 計 約  

９０億円、年平均にして約３億円が発生することになる。これ

は、この間に定期的に予定している新市庁舎の計画修繕費の総

額にほぼ相当する額となることから、市債償還中の２９年間で

予定している計画修繕費相当分の一般財源がこの間発生するこ

とになる。  

しかし、入居から市債償還終了までの３０年間の市債償還額の

合計は約 6 0 8億円となるが、この金額は、仮に新市庁舎を整備

しない場合に恒常的に支出しなければならない費用である民間

ビル賃借料、共益費等年間で支出している 2 2 . 6 8億円の３０年

間分に当たる約 6 8 0億円より低くなり、市債の元利償還分を賄

うことができるという試算となっている。  

入居２６年目以降、新たな一般財源負担はゼロとなる。  

事業年度５５年、開業年度４７年目で、当初９年間の一般財源

の負担額約 1 8 5億円相当分の回収を終えることができることに

なっている。  

④整備概要  

・パターン①、②ともに賃貸床の面積を商業床のみとし、パター ン②

では港町地区に係る収支を除外している。  

・民間への土地・建物賃貸収入については、それぞれ賃貸床の規 模と

港町地区に係る収支の算入、除外に応じた収入となる。  

・財政健全化の指標となる実質公債費比率への影響は平均で 0 . 3ポイ

ントとなる見込みである。  

⑤結論  

・港町にある現庁舎の扱いについては、関内・関外地区の活性化に

向けたまちづくりの一環として、自由度を持って検討を進めるた

め、今後は今回の収支シミュレーションのパターン②の考え方に

基づき検討する。  

 

  ウ  各委員からの主な意見・要望  
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・環境配慮型にするために屋上に太陽光パネルをつけるだけでは、外国の方

が見て全くインパクトがないと思う。例えば、オーストラリアにできる水

素ビルのように、環境未来都市として横浜が世界に発信していくというイ

ンパクトがあると非常にわかりやすいと思う。  

・将来的によかったと言われる計画にするためにシミュレーションや、予算

配分が非常に重要だと思っているので、これからの議論をしっかりやって

いくべきである。  

・新市庁舎の高さについては、全体としてのまちづくりの中でいろいろな条

件を踏まえて総合的に考えることが重要だと思う。高さを保つために面積

を狭くしてしまうと使い勝手も悪く共用のスペースの割合がふえコストも

割高になる。そういうことも含めて最終的にどうあるべきか、町並みの観

点、事業性の観点など、いろいろな観点からしっかり議論して整理してい

ただきたい。  

・市民に示した基本構想では、賃料収入、民間ビルの賃借料に建物の余剰床

や土地の賃借料収入を加えて、市債の償還費用や建物の管理、修繕費を賄

えるかどうかが収支の一番のポイントであり、北仲通南地区に整備する場

合は新たな市費負担はないということが一番のアピールポイントだった。

新市庁舎整備基本構想の根幹にかかわる部分でもあるため、改めて基本構

想のやり直しや、少なくとも市民にこのことをきちんと説明して、市民意

見をとり直すというプロセスが必要である。  

・シミュレーションのパターン②の考え方では、まちづくりは検討するけれ

ども、そこでのコストは除外しているわかりづらい状況になっているので、

きちんと整理すべきである。財政状況の厳しい折に、まちづくりも収支と

両立させる必要があるのは当然であり、客観的な指標を出すべきである。  

・建設費の高騰の問題は単なる価格の問題にとどまらず、供給力がなくなる

というレベルになるのではないかという危機感があり、事業費やスケジュ

ー ル に は ね 返 っ て く る の で 、 し っ か り と リ ス ク を 見 込 ん で お く べ き で あ

る。  

・今回のオフィス床部分の方向性の変更に関しては、特別委員会でさまざま

な委員から指摘があった事項、民間の事業者などからの意見を伺った中で、
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議会や民間の事業者の方々の声を聞いていただいたと評価している。  

・市庁舎の持っている機能は行政だけではないと思う。今世界から脚光を浴

びている大都市横浜を発信する重要な役割が、新市庁舎には望まれている。

例えば、公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューローが産業貿易セ

ンターの奥にあるが、新市庁舎の予定地はみなとみらいにも近く、山下公

園を含めた臨海部にも近く、横浜市の情報発信基地としての機能を新市庁

舎に持っていくと、非常に大きな役割を果たすと思う。横浜の将来、横浜

の魅力をアピールできるスペースについて検討されたい。  

・新市庁舎整備の財源として東京都庁は未利用地の土地を売却し財源に入れ

込んだということを視察で伺った。横浜市でも未利用地の売却を含めた有

効活用を議会でも提案しているが、まだ実行されていない。市債発行だけ

が財源でなくて、新たに未利用地の土地売却もぜひ財源の一つとして考え

ていただきたい。  

・関内駅周辺の今後の開発について現庁舎を貸し出さないと財源はマイナス

になるが、反対に民間事業者の方々の意を的確に捉えた開発ができれば、

テナント収入以上の税収も期待でき、民間企業の活力が生み出されれば、

現庁舎をそのまま活用するよりも魅力が出ると思うので、企業が進出しや

すいような優遇ができるように条例等を活用して、現市庁舎があることを

無駄だと思うぐらいのまちづくりを進めていただきたい。  

・施設の更新やランニングコストも大変重要な要素であり、人工物なので建

てたときがトップの性能で、だんだん劣化していくのは明白であるから新

市庁舎の次の市庁舎を考えることも頭の中に置いて考えていくことが必要

である。  

・賃料収入のことばかりを考えず関内・関外地区のまちづくりをどうしてい

くのかを前提に、全体を考えるべきである。この地区を活性化することに

よって横浜市が本来得るべき税収がふえる、そういう観点で物事を考えて

いくべきであり、収支シミュレーションは大事だが視野が狭くならないよ

うにしていただきたい。  

・余剰床について、将来の市の行政範囲がどれだけ広がるか未確定な中で、

ある程度の余裕や自由度を高めておくのは必要だと思う。フロア構成の柔
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軟性で対応するとあるが、それ以上にいろいろな必要性や自治体のあり方

がどうなるのかわからないので、精査してほしい。  

・今回オフィス床の賃貸をやらないことにしたことは、空き室率も毎年上下

する中、リスクを排除したということで好ましいと思っている。その分規

模は小さくなるが、市役所は横浜の象徴・横浜市民らしさをあらわすもの

であればよい。  
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（６）第５回委員会（平成２５年１２月２４日）  

 

  ア  議題  

    １  議会棟のあり方の検討について  

    ２  新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

    ３  関内・関外地区のまちづくりについて  

 

  イ  当局説明の概要  

  （ア）新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

    ａ  新市庁舎の事業手法・スケジュールの検討状況  

      事業手法・スケジュールを示す予定であったが、工事の発注方式の検

討に時間を要しているため後日示すこととし、現時点で可能な範囲で説

明する。  

（ａ）事業手法  

新市庁舎は、横浜市がみずから使用して管理・運営するものであり、

一部導入を検討している商業機能の面積は全体の１割にも満たず 、大

部分は庁舎であることから、管理・運営面での民間ノウハウの導 入効

果は限定されている。  

基本構想においても、新市庁舎の整備財源については、市債を発行

して市みずから調達することとしており、事業手法は、本市が建 物の

発注者となる直営手法で整備することとする。  

（ｂ）工事の発注方式  

発注方式については次の５つの視点を重視し、これらを実現できる

方式について検討している。  

①危機管理の中心的役割を果たす市庁舎として、大地震等が発生 して

も業務継続が可能な構造体や設備の耐震性の確保を図る。  

②環境に最大限配慮した市庁舎として、先進的な環境設備・機能 等の

導入を図る。  

③執務室の分散化、年間２０億円を超える賃借料負担、災害時の 危機

管理機能の強化など喫緊の課題を早期解決するために、工事期間の
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短縮を図る。  

④さまざまな工夫により、建設コストやライフサイクルコストの 縮減

を図る。  

⑤市内企業の参入機会に配慮するなど地域経済の活性化を図る。  

（ｃ）スケジュール  

具体的なスケジュールについては、工事の発注方式の検討結果を踏

まえて、改めて示す。  

  （イ）関内・関外地区のまちづくりについて  

    ａ  関内・関外地区の地元組織・団体への説明状況  

関内駅周辺地区のまちづくりについて、関内・関外地区の地元組 織・

団体の皆様に説明し、意見交換を行った。  

（ａ）対象団体  

関内・関外地区活性化協議会に所属するまちづくり団体１６団体な

ど、合計２４団体。  

（ｂ）実施期間  

１０月８日から１２月２日の約２カ月間。  

（ｃ）まちづくりに関していただいた主な意見  

・現市庁舎については、現市庁舎を再利用するのか壊すのか、扱 いが

決まらないと次に進めないのではないか。  

・関内・関外地区のまちづくりについては、文化体育館の建てか え時

期、横浜総合高校や教育文化センターの具体的な跡地利用について。 

・港町地区周辺の民間街区の状況についての質問  

・関内・関外地区全体の回遊性を高めるため交通網の整備が重要 にな

る。  

・テーマが提案されたがこれだけではよくわからないといった意見。  

    ｂ  関内駅周辺地区のまちづくり  

９月３０日の本委員会で、４つのまちづくりのテーマを示したが 、そ

のテーマごとに目的を整理した。  

テーマ①：アート＆デザイン  

テーマ②：成長産業  
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テーマ③：観光・エンターテインメント  

テーマ④：スポーツ＆健康  

まちづくりを進めるに当たって重要なことは、人材の集積とネッ トワ

ークであり、必要な機能は以下の４項目である。  

人材育成の場：次世代を担う有能な人材を育てる  

交流の場：分野・立場を超えてアイデアを出し合う  

創造の場：新しい製品・サービス・作品をつくり出す  

発信の場：世界に伝え、つながりをつくり、市場開拓をする  

このような考え方で９月３０日の委員会で示した３つのケースに 当て

はめてイメージを作成した。  

①ケース１：文化芸術創造都市拠点＋スポーツ関連産業集積拠点  

まちづくりの考え方：創造性を刺激し、未来をつくるアクティブ・

デザインタウン  

【具体例】  

・市民、企業、行政等多様な主体の共創により、都市のアイデンテ

ィティーを形成する文化、芸術、デザインの水準を高める。  

・都市体験の質を向上させる芸術、デザイン、スポーツ、医療分野

の市場を開拓する。  

・文化芸術創造都市のアジア地域におけるリーダーとしてふさわし

い、文化芸術・デザインのグローバルな発信拠点、ハブ機能を創

出することを目指す。  

【エリアごとの例示】  

・関内駅周辺のエリアは、文化芸術創造都市拠点とし、現代美術・

デザインミュージアムを核とし、文化芸術・デザインに携わる人

材育成やビジネスインキュベーション、産官学交流などを行うた

めの芸術デザインの文化と産業の創造発信の場とする。  

・関外地区のエリアは、スポーツ関連産業集積拠点とし、プロ・市

民が利用できるアリーナ施設を核としたスポーツ関連の多様な産

業が集積する拠点とする。  

・これら２つのエリアを含むエリアでは、拠点形成とともにかいわ
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い形成を進めることとし、まちづくりのテーマに沿った用途の導

入等により、にぎわいを創出する路地やかいわいを形成していく。 

・関内駅を中心とした部分では、交通拠点機能を強化することとし、

既存の公共交通拠点機能と歩行者ネットワークの強化に加えて、

新たな交通手段等の拠点機能を付加し、強化を図る。  

・大通公園からくすのき広場を通り日本大通りに至る軸とＪＲ根岸

線沿いでは、大規模公共空間軸として、公園、広場、高架下、道

路等の公共空間を、町のにぎわいを生む象徴的な空間として捉え、

規制緩和や設備の工夫、活動の多様化等を推進していく。  

・大規模公共空間軸については、ケース１においては、アート・デ

ザインプロムナードと位置づけ、公共空間を使った作品の創作・

展示、アート・デザインのイベントを行ったり、創造都市横浜を

発信し、新進アーティスト、クリエーターの発掘を行うためのパ

ビリオンを設置したりすることが考えられる。  

【既存施設を利活用した場合の施設更新のイメージ】  

・現市庁舎の利活用の参考事例として、芸術・デザインやスポーツ

のミュージアムが考えられる。  

【施設例・波及効果のイメージなど】  

・現代美術館・デザインミュージアム、芸術・デザイン大学や専門

学校などのキャンパスタウン、デザインスクール、シェアオフィ

ス、国際教育支援型の多言語対応型スクールなど。  

【公共空間の利活用】  

・公共空間を使った作品の制作や展示などが考えられる。  

【産業集積のイメージ】  

・デザイン性の高いスポーツ用品開発企業、メディア・出版関連企

業などの企業が挙げられる。  

②ケース２：生活関連産業育成・集積拠点＋スポーツ関連産業集 積拠

点    

ま ち づ く り の 考 え 方 ： 生 活 の 質 ・ 働 き 方 ・ 産 業 を 変 え 、 持 続 可 能 な

社 会 を つ く り 出 す ラ イ フ ス タ イ ル ・ イ ノ ベ ー
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ションタウン  

【具体例】  

・質の高い生活や経済活動が行える都心環境を備え、豊かな居住者

コミュニティー、ビジネスコミュニティーをつくる。  

・都心部に近接して居住人口が多いという潜在力を生かし、製品や

サービスの企画・開発から消費までが一連で行われる研究開発・

ビジネス拠点をつくる。  

・地区内及び周辺居住者・従業者の多様な価値観、活動の中からビ

ジネスチャンスを見つけ、地区内の産業を育てることを目指す。  

【エリアごとの例示】  

・関内駅周辺のエリアは、生活関連産業育成・集積拠点とし、本社

機能用のオフィス空間や都市型生活関連産業に関する多様な業種

が集まる中小企業のオフィス空間とコラボレーションのための空

間を創出していく。  

・大規模公共空間軸については、例えば、ワールドバザールパーク

として位置づけることで、常設の屋内マーケット空間として活用

し、町ににぎわいの連続性をつくり出すとともに、横浜への出店

を試みる新規参入者の受け皿になるなど、新しいビジネスが育つ

空間となることが考えられる。  

・その他の例は、ケース１と同じである。  

【既存施設を利活用した場合の施設更新のイメージ】  

・現市庁舎の利活用の参考事例として、国際会議・展示施設が考え

られる。  

【施設例・波及効果のイメージなど】  

・生活関連製品・サービスのＲ＆Ｄマーケティング拠点、アジアデ

ザインセンター、フューチャーセンター、常設バザール、大学コ

ンソーシアム拠点施設など。  

【公共空間の利活用】  

・バザール空間としての公共空間の活用などが考えられる。  

【産業集積のイメージ】  
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・次世代農業、生活関連産業ベンチャーなどの企業が挙げられる。  

③ケース３：エンターテインメント集積拠点＋スポーツ関連産業 集積

拠点    

まちづくりの考え方：横浜独自の文化・産業を発信するスポーツ＆

エンターテインメントタウン  

【具体例】  

・従来のエンターテインメントの枠にとらわれない横浜独自のエン

ターテインメントを生み出していく。  

・多様な人・企業を引きつけ、都市の誘引力となる、エンターテイ

ンメントの創作・集積・発信拠点を創出する。  

・エンターテインメントの集客力を生かし、来街者をふやし産業創

出や横浜の文化発信につなげることを目指す。  

【エリアごとの例示】  

・関内駅周辺のエリアは、エンターテインメント集積拠点とし、横

浜独自のエンターテインメントを生み出すスタジオや創作の場所、

ホールシアター等の発信の場所、関連産業のオフィス機能などを

創出していく。  

・大規模公共空間軸については、例えば、エンターテインメント・

トレードパークとして位置づけることで、多様な屋外のエンター

テインメントが行われ、そのための環境を整備することにより、

エンターテインメント関連産業の成長と独自のエンターテインメ

ントの創出の場となることが考えられる。  

・その他の例は、ケース①と同じである。  

【既存施設を利活用した場合の施設更新のイメージ】  

・現市庁舎の利活用の参考事例としてアート・エンターテインメン

トの複合施設が考えられる。  

【施設例・波及効果のイメージ】  

・エンターテインメントの創作活動拠点、ホール・シアターコンプ

レックス、エンターテインメントインフォメーション施設、実験

的表現活動の発信、アーティスト、エンターテイナーの養成など。  
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【公共空間の利活用】  

・町なかでのエンターテインメントを生み出す場としての活用が考

えられる。  

【産業集積のイメージ】  

・エンターテインメント産業や映像・音響機器の研究開発・製造業

などが挙げられる。  

④ケース１からケース３の全てに共通するスポーツ関連産業集積 拠点

【施設例・波及効果のイメージ】  

・多機能複合型アリーナや市民利用体育館と市民が運営するスポー

ツクラブなど。  

【公共空間の利活用】  

・公共空間利用を実験し楽しみ方を発信するイベントの場として活

用することが考えられる。  

【産業集積イメージ】  

・高機能スポーツ製品製造業やヘルスケアサービス企業、フィット

ネス施設運営企業などの企業が挙げられる。  

    ｃ  関内駅周辺地区のまちづくりのプロセス案  

まちづくりを進めていくに当たっては、来街者、利用者の視点や 人を

中心に捉えたプラン及びプロセスづくりが必要であり、このまちづくり

のプロセス自体が人材を集める機会となる。  

また、交通拠点機能の強化の検討も行う必要がある。  

    （ａ）第１段階：場づくり  

初期には研究会等の場づくりとして、民間や行政、大学等、さまざ

まな人材の知見を生かしていくための研究会などの場をつくり、 まち

づくりの核となるネットワークづくりを行う。その後、場を核と した

人材や企業・組織の集積とそのネットワークの形成を行うことで 、場

や 新 し い ア イ デ ア の 実 現 が で き る 都 市 環 境 に 魅 力 を 感 じ る 人 材 や 企

業・組織をさらに集積させて育てていくことにつながる。  

（ｂ）第２段階：リーディングプロジェクト  

研究会等の成果を実践する場として、リーディングプロジェクトと
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しての文化体育館の再整備等の事業を実施する。  

事業は、４つのまちづくりのテーマに沿うものとして戦略的に実施

し、大通り公園、くすのき広場など既存の公共空間を活用した事 業や

教育文化センター跡地、横浜総合高校跡地などの市有地の利活用 や文

化体育館の再整備に関する事業を実施する。  

（ｃ）第３段階：現市庁舎街区の再整備  

リーディングプロジェクトにおける施設の整備・運営等のノウハウ

を生かし、市庁舎機能移転後の現市庁舎街区の利活用、再整備等 を実

施する。  

（ｄ）隣接する民間街区の再整備  

早い段階から周辺のまちづくりと連携した再整備を目指し、まちづ

くりの目標を共有した上で、地権者の方とともに民間街区の再整 備の

検討を進め、実施する。  

（ｅ）制度やシステム  

規制緩和や民間資金・ノウハウの導入など、新たな仕組み・制度の

検討を行い、まちづくり実現に向けた課題を解決していく。  

    ｄ  北仲通地区の歩行者ネットワークの考え方  

北仲通地区の歩行者ネットワークについては、基本的に南地区の 地区

計画及び現在変更手続中の北地区の地区計画において、地区施設として

位置づけられている。  

（ａ）歩行者ネットワークの考え方  

・地上、地下、デッキレベルにおける多様な歩行者動線を確保し 、来

街者にとって安全で魅力ある歩行者ネットワークの形成を図るこ と。 

・最寄り駅である馬車道駅との接続や桜木町駅との連絡を強化す ると

ともに、みなとみらい 21 地区や関内・関外地区とのアクセス性を確

保し、利便性や回遊性の向上を目指すこと。  

・北地区と南地区の連絡性が高まるネットワーク整備を検討すること 。 

 

  ウ  各委員からの主な意見・要望  

（ア）議会棟のあり方の検討について  
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・議会棟の規模や諸室の面積については、あり方調査会の答申では専用部分の

面積を 7900～ 9000平方メートルと想定しているが、これは大都市制度の検討

等今後さまざまな局面が想定される中、状況の変化に対応できるよう幅を持

たせた設定であるが、将来の特別自治市の実現も想定し、現段階では想定面

積を最大値の 9000平方メートルと仮置きし面積にこだわらず、設計の段階で

精査すべきである。  

・規模・面積以外の事項については、現時点で想定しうる内容はあり方調査会

で十分検討されているため、答申の内容のとおりとし、今後、詳細な設計要

件を整理する段階でさらに具体的な議論をすべきである。例えば、議会棟の

配置については、市庁舎全体の建物・機能配置のバランス等を考慮しつつ、

二元代表制の観点から行政棟と議会棟の各フロアの配置、位置関係等の具体

的な検討を行うべきである。  

・あり方調査会は議長の諮問機関ということで非公開であったため、公開の場

である本委員会で、あり方調査会の答申内容をたたき台として議論すべきで

あり、議会棟の規模についても現状の 3748平方メートルの倍をはるかに超え

る 9000平方メートルは広すぎると思われ、その算出根拠も市民に説明できる

ようにしっかりと議論すべきである。  

（イ）新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

・東京オリンピックに向けて環境未来都市のＰＲをしたいということであれば、

横浜の市庁舎が環境未来都市のショールームだと言えるような最大限の配慮

が必要である。先進的な環境設備・機能等の導入を図るのであれば、例えば

横浜スマートシティープロジェクトに参加しているものや市内で先進的な取

り組みをしているものが市役所の環境性能を支えていて、やはり横浜は先進

性がある、これを買いたいと他国の首相に言われるようなインパクトがない

と説明がつかない。  

・設計・施工一括発注方式のほうが工期が短くなるが従来方式のように分割発

注にならない可能性があるので、市内中小企業など地域経済への波及効果が

若干下がってしまう可能性がある。やはり横浜市につくるものなので、横浜

市の経済が潤うような形で市内発注が極力多い形でやらなければいけない。  

・構想設計や実施設計、施工にそれぞれどれくらいの時間をかけ、どう重なり
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合わせるか手法も考えていると思うが、その辺のめどを立てないと、精度の

高い新市庁舎の整備にはならない。完成したときが納期ですとならないため

にその点はしっかりやってほしい。  

・今回、いろいろな議論をしてきたが、やはり市民に対してどう発信していく

のか、正しく伝えて意見を聞かないと、正しい意見が出てこないということ

も含めて、特にコストに関しては建設費の平米単価４０万円という提示があ

ったが、市民にしっかり聞き、ＱＣＤ（ Quality, Cost, Delivery）を確保し

ていくような形の計画が早く出せるようにしてほしい。  

・新しい庁舎を整備したら当然償却費や管理費が発生し、シミュレーション上

は大体年間４０億円である。年間２０億円を超える賃借料がなくなって、ま

るでお得だという単純な見方はしないようにしてほしい。  

・東京オリンピックに対して横浜市がどのように向き合っていくのか、まだ見

えない中で新市庁舎整備をそれまでに間に合わせなければいけないという話

が、いろいろなところで動きを制約してしまっている。それが将来的に大き

なリスクになってしまうことを危惧するが、それが一番の目的ではなく、優

先順位を間違えて、そのために市内経済への波及や工事手法をおろそかにす

る こ と が あ っ て は な ら な い の で 、 く れ ぐ れ も と ら わ れ な い よ う に し て ほ し

い。  

・オフィス床の賃貸をやめるという変更は、本来は基本構想のやり直しのよう

な、一回手戻りするぐらいの変更だという認識である。どうしても基本計画

という名前で出すとしても、そもそも基本構想の比較の条件が変わっている

ので、市民の意見をきちんと聞くことも含めて十分時間をとるべきだ。  

（ウ）関内・関外地区のまちづくりについて  

・リニューアルやリサイクルを施してまちづくりの核として生かせる資源の情

報を早く出して、まちづくりを進める場の設置を急いでもらいたい。  

・東京オリンピックの中での横浜市をどういう位置づけにするかというのは、

これからだが、そういう機会がせっかくあるので、オリンピックが開催され

る中で、スポーツ関連産業がここにあるという意識も持ちながら、今後、場

の提供も含めて検討を進めていただければと思う。  

・まちづくりのテーマを決める、コンセプトを決めるというところが全てのコ
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アであり、ここが一番体力も要るし、合意形成も難しいところだと思う。具

体的に進めてしまうことは差し控え、まずはしっかりと合意形成を進めてほ

しい。６０年間この町が着々と形成されてきて、それが資産や強みになって

いる。これを踏襲して生かし発展的に再整備していくことを、一番最初に考

えてほしい。関内のこれまでの経緯や協議会での議論を踏まえて、この町を

発展的にリニューアルしていくという方向性も加えて、検討、追求していた

だきたい。  

・行政サービス拠点やパスポートの発行事務、ハローワークなど、公共的なサ

ービスでは駅前にあると非常に利便性が高く機能を発揮するものが、実際は

分散しているのが現状だと思う。一番大きな機能として市民協働の場づくり

も同様である。関内駅周辺、特に港町地区周辺に関しては広い意味での公共、

行政サービスという観点で、整備していくことが効果的ではないか。  

・長く文化を醸成していくことを考える必要がある。北京・上海・台北など東

アジア諸都市を見ると古い施設の跡地利用で文化芸術の拠点を置いており、

うまく町のにぎわいにつながっている例があるので、参考にしてほしい。  

・他局とも情報交換をしているということだが、もっと他局との連携をとって、

特にまちづくりのテーマと目的は非常に重要なものなので、全庁的にしっか

りと検討していくべきである。  

・事業費を度外視してまちづくりを進めるわけにはいかず、新市庁舎の移転を

含めて事業費は市民の重要な関心事でもあり、議会としてもチェックする必

要があるので、まちづくりの範囲も事業費もどんどん広がっていくというこ

とでは大変問題であり全体の事業費を示すべきである。  

・北仲通地区は今後すごくにぎわいが出てきて、活性化していく場所だと期待

しているが、今までここの水際のあたりや万国橋周辺は本市として明確な位

置づけがなされていなかった。そのために当局の考え方がそれぞれ違ってい

て、なかなか整合がとれていなかったので、今回上位計画の中でもしっかり

と位置づけを明確にして、全体をどう考えていくのかしっかり示していただ

きたい。  
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（７）第６回委員会（平成２６年１月９日）  

 

  ア  議題  

    新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

 

  イ  概要  

    第５回委員会で新市庁舎の事業手法・スケジュールについては、現在、発

注方式について検討しているところであり、１月下旬の委員会で、具体的な

スケジュール等について示すこととされた。  

新市庁舎整備基本計画策定までの限られた時間の中で、より効率的に議論

するために、新市庁舎の事業手法・スケジュールについて、あらかじめ資料

要求を行った。  

 

  ウ  要求資料一覧  
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（８）第７回委員会（平成２６年１月２７日）  

 

ア  議題  

    １  新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

 

  イ  当局説明の概要  

  （ア）前回委員会要求資料  

【資料１】設計・施工分離発注方式の説明  

・横浜市で従来から行っている方式で、設計（基本設計、実施設計）と施

工を分離して発注する方式である。また、施工については、工種・細目

ごとに原則として分離して発注する。  

【資料２】設計・施工一括発注方式を検討するに至った背景・理由  

・本施設は超高層建築物となるが、東日本大震災後、超高層建築物におけ

る長周期地震動への対応がクローズアップされ、大地震の発生時におい

ても本市の事業を継続していくことが重要となっている。また、環境未

来都市にふさわしいすぐれた環境性能を備えた庁舎を実現するとともに、

可能な限りコスト縮減を図る必要もある。このような課題を踏まえて、

発注方式を検討する中で、民間や他都市でも採用事例がある一括発注方

式も含めて、高度な技術力の採用、工期短縮の可能性、コスト縮減、地

域経済の活性化などの観点から新市庁舎整備における最も適した発注方

式について検討していくこととした。  

【資料３】設計・施工一括発注方式の説明  

・発注者が工事目的物の仕様などの発注条件を設定し、設計と施工に関す

る技術提案と価格を総合的に評価することにより、事業者を決定する。

設計と施工を一括して担う事業者を選定することによって、事業者の独

自の技術力やノウハウを設計や工事に反映し、工期の短縮やコスト縮減

と高い品質の確保が期待できる方式である。  

【資料４】設計・施工一括発注方式の法的根拠、ガイドライン等  

・法的根拠として、地方自治法により、地方公共団体の契約方法が定めら

れており、入札の場合には原則として予定価格以下で最低の価格で入札
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した者が落札者となる。この例外として地方自治法施行令で、工事等の

請負契約などにおいて、最低価格入札者以外の者を落札者とできる特例

として総合評価落札方式がある。これは、価格に加えて、価格以外の要

素も総合的に評価して落札者を決定する方式である。一括発注方式につ

いては、平成 17年に公共工事の品質確保の促進に関する法律が施行され、

その基本的な方針で発注者の求める工事内容を実現するための施工上の

提案や構造物の品質の向上を図るための高度な技術提案を求める場合に

は、例えば設計・施工一括発注方式等により、工事目的物自体について

の 提 案 を 求 め る な ど の 提 案 範 囲 の 拡 大 に 努 め る も の と す る と さ れ て い

る。  

・総務省、国土交通省からの通知の中で、一括発注方式が位置づけられて

いる部分を抜粋した。  

・ガイドラインについては、国土交通省で作成した設計・施工一括及び詳

細設計付工事発注方式実施マニュアルを添付している。この中で一括発

注方式のメリット・デメリット、設計者と施工者の役割分担、工事発注

方式、実施手順、リスク分担などが記述されいる。  

【資料５】設計・施工分離発注方式のメリット・デメリット  

・メリットは、発注者の要望や考え方の反映について、設計仕様を確認し

ながら発注図書を作成する仕様発注のため、発注者が求める仕様を確保

しやすいということ。施工だけに対応できる工事者数が多くなるので、

これらの工事事業者の競争を通じて工事価格の低減が図れる可能性が高

いということ。工区・工種別の分離発注ができ、市内中小企業の参画が

しやすいということが挙げられるが、ＷＴＯ政府調達協定対象工事の場

合、市内企業について限定や優先した工事発注はできない。  

・デメリットは、設計・施工を別々の企業へ発注するため、連携した技術

の採用やコスト縮減は難しい面があることと、施工企業独自の技術やノ

ウハウを生かせないということである。  

【資料６】設計・施工一括発注方式のメリット・デメリット  

・メリットは、設計・施工を同一企業へ発注するため、独自の技術や工法

等を設計に反映することが可能になること。施工者の独自の技術やノウ
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ハウを活用し、設計内容を熟知した者が施工を行うので工期短縮、コス

ト縮減効果が期待できるということ。事業の早期段階で工事施工者を決

めるため、工事入札での不調リスクが低減できるということ。  

・デメリットは、設計前の性能発注となり、具体的な仕様を受注者に委ね

ることになるため、発注者、市が求める性能・仕様を確保する工夫が必

要となること。設計と施工を同一企業へ発注するため、チェック機能が

働きにくくなりやすいということ。施工業者の独自の技術やノウハウを

活用して設計、施工に反映することから、受注事業者としては高度な技

術力を有する施工業者などが想定される。このため、市内企業を限定ま

たは優先した発注条件は設定できないということ。  

【資料７】設計・施工分離発注方式と設計・施工一括発注方式のスケジュ

ール比較  

・分離発注のスケジュールの考え方だが、基本計画で検討された与条件を

もとに、建築設計を行い、入札に必要な設計図書を作成し、発注手続を

経て工事に着手するものである。  

・一括発注のスケジュールの考え方だが、設計と施工を一体的に発注する

方式であるため、設計完了後すぐに工事に着手できるということがある。

また、設計着手前に工事契約を締結することとなるため、事業者の公募

前に発注資料を作成し、条件、求める性能基準等を確定する期間が必要

となる。  

【資料８】発注方式ごとのスケジュール案  

・３つの方式による新市庁舎整備について、想定スケジュールを記載して

いる。  

・資料７に設計・施工・維持管理一括発注方式（デザインビルドマネジメ

ント）を加えたもので、一括発注方式に維持管理契約が加わるため、そ

の契約期間に応じて複数年にわたる維持管理を同一企業で行うスケジュ

ールとなっている。  

【資料９】設計・施工一括発注方式の類型ごとの特徴・長所・短所、必要

な手続  
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【資料１０】設計・施工分離発注方式と設計・施工一括発注方式の違い（①

耐震性確保、②先進的な環境整備・機能等、③工事期間の短縮、④コス

ト縮減、⑤地域経済の活性化  等）  

・発注方式について、１２月２４日の当委員会で示した５つの視点により

比較検討を行ったものである。  

【資料１１】発注方式ごとの収支シミュレーション表、発注方式の違いに

よる新市庁舎整備事業期間の比較と事業期間短縮による収支シミュレー

ション表などへの影響  

・発注方式ごとの収支シミュレーション表については、現在検討している

２種類の発注方式について、設計・施工分離発注方式を採用した場合、

設計・施工一括発注方式を採用した場合の収支シミュレーション表を作

成した。  

・発注方式の違いによる新市庁舎整備事業期間の比較と事業期間短縮によ
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る収支シミュレーション表などへの影響は、おおむね事業期間で８カ月

程度一括発注方式のほうが短くなっている。  

・設計・施工一括発注方式では、検討段階から工事施工準備のため施工計

画検討、資材発注などの先行作業を進めることができ、必要に応じて着

工後において設計に係る内装等の詳細検討を進められること。また、設

計内容を熟知した事業者が施工を行うなどにより事業期間の短縮につな

がる。  

 

・事業期間短縮による収支シミュレーション表などへの影響では、事業期

間短縮により、主に差が出る部分としては、比較表の上の太枠、ピーク

時の市債発行単年度の金額が挙げられる。市債発行総額が同じ条件の中

で事業期間が短縮されることにより、単年度の市債発行額が大きくなっ

ている。比較表の下の太枠、当初からの一般財源負担相当額の回収終了

年度については、新市庁舎への入居が早くなることにより、現在支出し

ている民間ビル賃借料等の解消が早まるため、事業年度で２年早まって

いる。その他は、建設費や市債発行総額等はいずれも同じ条件のため、

スケジュールの違いにより入居開始までの一般財源単年度負担などに若

干の増減は出ているものの、大きな影響は出ていない。  



 - 66 -

 

【資料１２】設計・施工一括発注方式のデメリットの解決方策・具体的な

採用事例等  

・設計・施工一括発注方式におけるデメリットを解決するために、市が求

める性能や仕様を確保する工夫として、発注者である市の意向を踏まえ
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た専門家（ＣＭｒ：コンストラクションマネジャー）等による支援を導

入することについて記載している。  

・コンストラクションマネジャーとは、技術的な中立性を保ちつつ、発注

者の側に立って、発注・設計・施工の各段階において工事発注方式の検

討や設計の検討、工程管理、品質管理、コスト管理など各種のマネジメ

ント業務の全部または一部を行うものである。採用事例としては、千葉

県習志野市の新庁舎整備において、業者の特定までの支援業務を発注し

ている。  

【資料１３】他都市の設計・施工一括発注方式採用事例、設計・施工一括

発注方式公共建築の事例  

・他の自治体で設計・施工一括発注方式により整備している主な事業とし

て、総合庁舎と病院の事例について一覧でまとめた。  

【資料１４】公共事業における総合評価落札方式の説明（設計・施工一括

発注方式との関係を含む）  

・総合評価落札方式については、一括発注方式との関係を含め記載してい

る。総合評価落札発注方式とは、技術力等と価格の双方を総合的に評価

して落札者を決定する方式である。  

・一括発注方式との関係については、一括発注方式は、平成９年度から国

の試行が開始され、以降主に土木構造物の整備において採用されてきて

いる。  

・平成１７年には公共工事の品質確保の促進に関する法律が施行され、国

土交通省で落札者の選定に総合評価方式を本格導入し、価格と品質が総

合的にすぐれた調達を行うこととされた。現在、総合評価は地方自治体

への運用の適用や拡大が図られている。この総合評価の分類では、技術

提案評価型、標準型、簡易型がある。設計・施工一括発注方式は、この

中で技術提案評価型に位置づけられている。  

【資料１５】ＷＴＯ政府調達協定の概要、対象分野、各調達区分の運用基

準額  

・一定金額以上のものの契約手続について、国内の企業と外国の企業を無

差別に取り扱うことを原則とした国際的に統一されたルールを定めた国
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際協定である。本市のような政令指定都市では、その適用の対象となっ

ている。この協定は、ガット・ウルグアイ・ラウンドの妥結により、従

来、国及び政府関係機関で実施されていたガットの政府調達協定の対象

機関と対象分野を拡大して締結された。横浜市は平成８年１月からこの

協 定 の 対 象 機 関 で 、 物 品 購 入 で は 2500万 円 以 上 、 建 設 工 事 で は １ ９ 億

4000万円以上が対象となる。  

【資料１６】基本計画における事業手法とスケジュールの位置づけ  

・新市庁舎整備基本計画として取りまとめる主な内容は、新市庁舎の整備

基本方針、建物配置の考え方、空間構成の考え方、機能別整備方針、新

市庁舎の規模、事業費、事業手法・スケジュール、関内・関外地区のま

ちづくり等の８項目が中心となると考えている。事業手法・スケジュー

ルについても、この基本計画の内容として取りまとめるので、今後は基

本計画の中で示す事業手法・スケジュールを基本に、さらに具体的な検

討を進めていくこととなる。  

【資料１７】事業期間短縮検討に当たっての調査・検討ヒアリング結果  

・平成２５年７月から９月にかけ、ゼネコン、デベロッパー、不動産関係

等の各事業者に対し、アンケート及びヒアリング調査を行った結果を記

載している。  

・また 、 2020年オリ ンピック ・パラリ ンピック 東京大会 開催決定 の影響に

ついても９月から１０月にかけて再度調査を行った。回答を受けた内容

で、特に事業期間に関係する部分について説明する。  

・Ａ社では、設計・施工一括発注の場合、各種経費の重複を回避し、仕様

決定を含む設計を行いながら、国内外の市況を鑑みて調達手続を同時並

行で進めることにより、コスト、工期に関する効率性が見込める。施工

方法も考慮した設計を行うことにより、コストダウン、工期短縮の可能

性がさらに高くなるなどの意見をいただいた。  

・Ｂ社では、設計・施工一括発注を前提とした場合、基本設計、実施設計、

許認可までで１８カ月、工期４０カ月、合計５年あれば可能などの意見

をいただいた。  

・Ｃ社では、設計・施工一括発注の場合、基本設計から実施設計、実施設
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計から施工に移行する際の選定準備、入札スケジュールがなくなるため、

期 間 の 短 縮 が 期 待 で き る と い う 意 見 。 五 輪 施 設 に つ い て の 建 設 時 期 は

2016年 か ら 2019年 ご ろ に 集 中 し 、 五 輪 道 連 れ 工 事 も 同 時 期 と 予 想 さ れ る 。

本計 画を弊社 が提案し たスケジ ュールで 進めると 、工事開 始が 2016年度

末ごろと予想され、繁忙期に開発を迎えることになると思われるなど意

見をいただいた。  

・Ｅ社では、基本計画完了時点で設計・施工を一括して事業者を選定する

ことで、早期に工事費を初めとした事業実施のコミットメントをとれる

ため、特に東京オリンピック工事による影響を考えた場合、設計・施工

一括発注のメリットは大きいものと考えるという意見。次のオリンピッ

ク関連施設の工事ピーク、すなわち工事費高騰等のリスクが最も大きく

なる のは 2016年と 予想して おり、本 方式なら ばデザイ ンビルド 事業者の

募集 、すなわ ち事業実 施のコミ ットメン トを 2015年ま でに行い 、納期遅

延とコスト高騰に関する横浜市のリスクを大幅に低減することも可能に

なると思われるなどの意見をいただいた。  

【資料１８】環境設備における先進的取り組み事例（国内外公民を問わず）、

環境性能や維持管理費用削減に向けた考え方  

・９月３０日に行った本委員会の配付資料で、整備基本方針の基本理念４

として、環境に最大限配慮した低炭素型の市庁舎に挙げた環境設備等を

中心に、環境配慮に関して先進的な取り組みについての解説とそれらの

採用事例となる建築物を挙げている。  

・地域冷暖房、自然採光、ビルエネルギー管理システム、太陽光発電、タ

スク・アンビエント照明、ルーバー・ライトシェルフ、自然通風、調光

センサー・人感センサー、木材利用、雨水・排水の再利用、屋上緑化、

壁面緑化、ビオトープ・菜園、断熱性能の向上、床放射冷暖房、地中熱

利用、下水道高度処理水の有効利用、熱源の水素利用の１８項目につい

て取り組み事例として取り上げている。  

・環境性能や維持管理費用削減に向けた考え方については、昨年９月の当

委員会で説明した基本理念から抜粋したものである。  

（１）環境に最大限配慮した低炭素型の市庁舎を目指す。  
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・先進的な環境設備・機能導入によるエネルギーコストの削減と環境

負荷の低減、地球温暖化対策を主導・促進する立場であることを踏

まえ、市が率先して環境負荷の低減を図る。  

・自然エネルギーや再生可能資源の有効活用と緑化推進、地球環境保

全のため自然エネルギーや再生可能資源の活用を行う。敷地内の緑

化を推進する。  

（２）財政負担の軽減や将来の変化への柔軟な対応を図り、長期間有効に

使い続けられる市庁舎とする。  

・長期間有効に使い続けられる市庁舎の実現として、計画から設計、

建設、維持管理、修繕、解体するまでのライフサイクルコストを踏

まえた建物及び設備とし、経済性・効率性を高めるとともに、可能

な限り長期間にわたって使用できる市役所とする。  

（３）その他  

・平成２５年９月の本委員会で説明した基本理念では触れていないが、

これまでの意見を踏まえ、環境に関する技術革新の動向をしっかり

見きわめ、民間での先進事例なども参考にしながら、環境未来都市

にふさわしい庁舎となるよう取り組む。具体的には再生水を供給し、

熱源として利用することや新市庁舎のトイレ用水として雨水や中水

の利用を行うなど、環境負荷の低減につながるような取り組みを引

き続き進める。  

【資料１９】第一工区（横浜アイランドタワー）との関係（増築として新

市庁舎を整備することへの影響）  

・建築基準法による制約等がある。建蔽率、容積率等の計算の際は、既存

の建物の面積と合計してカウントする必要があることや増築により既存

第一工区施設建築物への防火設備等の設置の必要が生じる。  

・参考として、都市計画規定への適合性について表にした。  
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・都市再生機構との敷地譲渡契約書による制約等がある。第一工区施設建

築物の熱源機器更新のための熱源機器搬入ルートの確保や第二工区暫定

広場内の彫刻の移設などの制約がある。  

【資料２０】第一工区の事業者と発注先が違った場合の影響（特許、ノウ

ハウ、第一工区受注者の優位性）  

・第一工区受注者の優位性は特にない。  

【資料２１】Ｈ２０「新市庁舎整備を核とした事業手法に関する民間提案 」

選定時のインセンティブ提供の約束への影響・今後の取り扱い、当該事

業者との協議の有無、協議の記録  

・新市庁舎整備を核とした事業手法等に関する民間提案募集当時は、北仲

通南地区と現庁舎のある港町地区周辺の２地区を対象とした新市庁舎及

び民間施設等の整備計画と関内地区活性化策の両方について１つの事業

（新市庁舎整備を核とした「（仮称）関内地区等活性化推進事業」）と

しての実施を想定していたが、現時点では状況が大きく異なっている。

したがって、今後の取り扱いについては、新市庁舎整備基本計画の中で

事業手法・スケジュールを確定させた段階で整理し、対象者に対し説明

を行っていく。  

・当該事業者との協議の有無、協議の記録は特にない。  

【資料２２】新市庁舎整備基本計画策定調査委託その１、その２、それぞ

れの中間報告書の内容  

・中間報告書の作成という形での報告は求めていないが「新市庁舎整備基

本計画策定調査委託その１」では、整備予定地におけるモデルプランの

検討、建物機能等の検討について、「新市庁舎整備基本計画策定調査委
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託その２」では、事業手法の検討、余剰床の運用検討、市況調査・予測

についての調査をそれぞれ行い、それらの内容を踏まえ、９月、１１月

の本委員会資料として取りまとめた。具体的には、新市庁舎の整備基本

方針、機能別整備方針、余剰床の規模などとして取りまとめ、示してい

る。  

【資料２３】新市庁舎建設における事業手法・スケジュール検討に当たっ

ての論点（課題、優先順位）整理  

・事業手法の検討については、工事の発注方式の検討に当たり、耐震性の

確保、先進的な環境設備・機能等の導入、工事期間の短縮、建設コスト

やライフサイクルコストの縮減、地域経済の活性化の５つの視点を重視

した。それぞれの項目はいずれも重要な視点であり、特に優先順位はな

く、総合的に考慮して判断した。強いてあげれば、新市庁舎は超高層建

築物となるため、東日本大震災の教訓を踏まえた長周期地震動への対策

を含む耐震性の確保は重要と考えた。  

・スケジュールの検討については、新市庁舎整備は長年の課題の１つであ

り、庁舎分散化の解消、現在の年間２０億円を超える賃料負担、災害時

の危機管理機能の強化など喫緊の課題を抱えており、早期に整備する必

要が あること 、 2020年オリ ンピック ・パラリ ンピック 東京大会 までに新

市庁舎を整備することができれば、迎賓機能やプレゼンテーション機能

を備えた新市庁舎で、環境未来都市を初めとした本市の先進事例をＰＲ

することができ、新市庁舎整備の効果も高まること。建設費高騰が懸念

される中で、できる限り財政負担を軽減することの３つの視点を重視し

て検討した。  

・資料には、現庁舎の課題と整備の必要性を示した。  

【資料２４】新市庁舎建設における計画スケジュール及びそれに合わせた

財政計画（財源調達）  

・新市庁舎建設における計画スケジュールについては、資料７のとおりで

ある。建設費・設計費等の財源調達については、収支シミュレーション

上の想定では、設計・施工分離発注方式の場合、実施設計が始まる２年

目以降市債を発行し、工事期間中の５年目から６年目で市債の発行が約
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1 6 0億円、一般財源が約４０億円でピークを迎える。  

・設計・施工一括発注方式の場合では、実施設計が始まる３年目以降市債

を発 行し、設 計と工事 が重なる ６年目で 市債発行 が約 1 6 8億円 、一般財

源が約４２億円でピークを迎える。  

・いず れの発注 方式にお いても市 債発行総 額は約 4 8 7億 円、一般 財源総額

は約 1 2 9億 円で同 じとなる 。参考と して最近 ５カ年の 本市の一 般会計市

債発行額の推移表を添付している。  

【資料２５】建設費（４０万円／平方メートル）の考え方  

・平成２３年度に民間事業者４社にヒアリングしたときの建設単価の考え

方を記載した。民間事業者へのヒアリング結果の平均値として平米３５

万円を基本構想の収支シミュレーションの建設単価として採用した。  

・最近の庁舎整備事業不調事例として、呉市役所と秋田市役所の例を示し、

その平米単価を記載した。この平米単価は予定価格を建物の面積で割っ

たものを示しておりまして、価格は全て税抜きで記載している。  

・最近の庁舎整備契約事例として、平米単価は、おおむね税抜きで約３０

万円から３７万円程度となっている。  

・現時点においての建設単価の考え方だが、最近の庁舎整備事業不調事例

で示しとおり、不調等が多く、現在の社会情勢から推察すると、基本構

想時における建設単価平米３５万円は必ずしも市場と合致していないと

考えられる。  

・標準建築費指数の推移からも、平成２５年度からは建築費が高騰の傾向

であることがわかる。以上を勘案すると、平成２３年度の建設費単価平

米３５万円に、標準建築費の推移指数の上昇率にそれぞれ消費税率５％

か ら １ ０ ％ に な る こ と を 勘 案 し 、 104.76％ の 上 昇 を 加 味 す る と 、 平 成  

２５ 年夏単価 では平米 ３８万 7000円 、平成２ ５年度秋 単価では 平米３９

万 1000円 となる。 このよう に、現時 点で既存 のデータ や資料を 総合的に

勘案して、新たな建築事業費として単価平米４０万円とし、これを採用

した。  

【資料２６】新庁舎建設における建設費に関しての細目  

・建築工事費に占める工種別構成比は、平成２３年３月に基本構想策定の
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た め に 行 っ た 計 画 検 討 調 査 で は 、 お お む ね 建 築 工 事 で は 工 事 費 の 約 ７

１％ 、設備工 事では、 電気設備 工事が１ ２％、衛 生設備工 事が 6 . 3％、

空調設備では 10.7％の割合になっている。  

【資料２７】最近の建設費高騰状況、新庁舎建設において予想される建設

費、資材高騰への対処方策  

・最近の建設費の状況を掲載している。建築費指数は、前季比の騰落表の

指数 が記載さ れており 、例えば 直近では 、昨年秋 の指数が 1.12と なって

いる が、これ は昨年夏 季から建 築費が 1.12ポ イント上 昇してい ることを

あらわしている。  

・標準 建築費の 推移は、 平成２２ 年春の建 築費を 1 0 0と して、平 成２５年

度 秋 の 建築 費 が 105.11％で あ る こと を あ らわ し て いる 。 こ の数 値 の 出 典

は建設工事経営研究会で、この数値は東京のデータとなる。  

・なお、建築費指数は、建物を建築する際の工事価格の変動を明らかにす

ることを目的として作成されているもので、建築工事に関する一種の物

価指数である。この指数は、おおむね建築工事価格の動向を捉えている

ものとして活用されている。  

・建設主要資材の価格推移は、建設に関する資材等の品目について、平成

２４年１０月から平成２６年１月までの単価を記載している。変動率は

平成２４年１０月の価格を基準としたものである。  

・公共工事設計労務単価は、本市道路局が出しているものを示している。

平成２５年度の４月単価は、前年度に比べて平均で約１８％上昇傾向で

あることがわかる。  

・新庁舎建設において予想される建設費、資材高騰への対処方策について

は、本市の工事契約では、物価の上昇や下落など経済状況が大きく変わ

る場合を想定したスライド条項を設けており、これを適切に運用するこ

とで現状の市場価格を反映するようにしている。  

・新市庁舎については、事業手法はまだ決まっていないが、仮に一括発注

方式の場合は事業の早期段階で事業費を固めることが可能なため、建設

費高騰の影響を受けにくいといったメリットがあるとされている。また、

施工業者の持つ独自の技術や工法を活用することが可能なため、工事施
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工費（材料費及び労務費）のうちの労務費の比率が少ない独自工法など

を採用することによって、作業員不足や労務費高騰のリスクを低減でき

ることも考えられる。  

【資料２８】新市庁舎建設において予想される建設作業員不足に対する対

処方策  

・事業手法は決まっていないが、一括発注方式の場合では事業の早期段階

で契約を行うため、受注事業者が早期に専門工事業者等に対して交渉す

ることが可能となることから、建設作業員不足の影響を受けにくいとい

っ た メ リ ッ ト が あ る と さ れ て お り 、 対 処 方 策 の １ つ で あ る と 考 え て い

る。  

【資料２９】最近の不調事例、庁舎整備及び不調を防止する対策  

・平成２５年度の公共工事の入札不調は、酒田市や呉市、秋田市の市庁舎

の建築工事などを初め、全国的に相次いでいる。本市においても、ＷＴ

Ｏ政府調達協定対象工事で平成２５年１１月２１日に開札を行った金沢

区総合庁舎改築工事（第１工区建築工事）が不調となったことを初め、

今年度は３２件の建築工事が不調となった。  

・不調を防止する対策として、本年度の不調事例を見ると、最も多いもの

は応札者がなかったことによるもの、次に最低限価格を下回ったもので、

予定価格を超過したものは件数が一番少ない状況となっている。  

・応札者がいなかったものの理由としては、監理技術者が不足しているた

めと考えられ、その中には東日本大震災の復興工事に技術者を振り向け

た企業もあるようだが、ほとんどの中小企業はもともとの技術者数が少

ないことに加え、消費税アップ前の駆け込み需要で民間工事がふえ、そ

ちらに人員を配置しているとの事情もあるようである。  

・新市庁舎整備の事業手法は決まっていないが、一括方式の場合、早い段

階 か ら 設 計 と 施 工 を 担 う 事 業 者 を 決 定 で き る た め 、 技 術 者 不 足 や 労 務

費・資材費の高騰による入札不調リスクは、従来方式に比べ軽減できる

ものと考えている。  

【資料３０】横浜市の公共事業評価制度の概要  

・横浜市の公共事業評価制度の目的だが、市が実施する公共事業に関し、
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事業着手前から完成後までの各段階において、事業の必要性や効果等を

客観的に評価し、公表することにより、公共事業の効率性及び実施過程

の透明性の向上を図ることを目的としている。  

・この制度の対象事業は、新たに着手する総事業費２０億円以上の事業と

なっている。評価の視点は、事業の必要性、事業の効果、環境への配慮

などである。  

・評価方法だが、市が評価の視点から事前評価調書案を策定する。この評

価調書案を市民に公表し、市民意見募集を行う。そして、市民の意見に

対し、市の見解を公表するとともに、事前評価書を確定する。また、事

前評価書の確定に当たり、学識経験者で構成する公共事業評価委員会か

らも意見を聞き、委員会からの意見の具申があったときには、意見具申

に対する対応を策定する。  

【資料３１】公共事業評価制度による市民意見募集の概要  

・横浜市公共事業評価制度における市民意見募集は、横浜市公共事業評価

実施要綱事務取扱要領に基づき実施している。原則として、市ホームペ

ージに掲載、市民情報センター、関係区役所、地区センター、事前評価

実施局における閲覧及び配布等により行い、実施に当たっては、広報よ

こはま等で事業名、聴取期間、公表する場所等を掲載する。市民意見の

聴取については、本市の区域内に住所を有する者などが対象となる。事

前評価調書案に対する意見は、原則として直接持参、郵便、ファクス、

電子メール等で提出する。市民意見の聴取期間はおおむね１カ月で、意

見に対する見解は、事前評価実施局が策定する。  

【資料３２】公共事業評価事前評価の過去の実施事例（直近３カ年）  

・今年度は健康福祉局・建築局による寿町総合労働福祉会館再整備事業な

ど３件、平成２４年度は実施なし、平成２３年度は市民局による区総合

庁舎整備事業など５件を実施している。  

【資料３３】市民への周知の取り組み内容、今後の予定、周知方法（工夫

しようとしている点）  

・現在取り組んでいる新市庁舎整備事業の広報・周知の主な取り組みにつ

いて紹介する。市のホームページでは、新市庁舎整備基本構想、基本計
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画策定に向けた検討状況などについて広報・周知を行い、同内容は庁内

ネットワークで職員にも周知している。  

・昨年６月に広報よこはまによる新市庁舎整備基本構想の概要の紹介を行

ったほか、随時地元関係団体への説明、意見交換を行っている。  

・基本計画策定後に予定している公共事業評価制度に基づく市民意見募集

における広報・周知の取り組みについては、横浜市公共事業評価実施要

綱事務取扱要領に基づき、市ホームページに掲載、市民情報センター、

関係区役所、地区センター、事前評価実施局における閲覧及び配布する

等により実施する。市民意見の聴取を実施するときは、広報よこはまな

ど市の広報媒体に、事業名、市民意見の聴取期間、公表する場所を掲載

する。  

・これらの取り組みに加えて、記者発表、広報よこはまへの事業概要の掲

載、パンフレットの作成、図書館、行政サービスコーナー、駅ＰＲボッ

クスなどでのパンフレットの配布、関係するまちづくり団体や地元自治

会、町内会等への説明、意見交換時における広報・周知、ツイッター、

データ放送、庁内電光掲示板等による広報・周知などの取り組みを行い、

丁寧な広報・周知を図っていきたいと考えている。  

【資料３４】市庁舎への来庁者数、来庁目的、手続内容  

・本庁舎及び特に来庁者の多い主な部署についての一日当たりの来庁者数

を表にまとめた。左側上段より本庁舎、以下、来庁者が多い部署である

市民情報センター、建築局、財政局の来庁者人数を示している。算定根

拠、来庁目的、手続の内容は、表に記載のとおりである。  

・この表の人数はあくまで概算であり、特に来訪者の多い建築局では、許

認可で訪れる人以外にも相談に訪れる来庁者が多いと思うが、その人数

は把握できていない。また、開発協議などの窓口である道路局や環境創

造局なども相談に訪れる来庁者が多いと考えられる。  
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【資料３５】市民利用機能、迎賓機能、危機管理機能の向上の考え方  

①市民利用機能  

・市民情報センター、市民相談室、案内所、市民協働・交流室、屋根つ

き市民広場であるアトリウムなどの市民利用機能は、市民にわかりや

すく使いやすいよう建物低層階に配置する。手続や相談業務について

は、プライバシーの保護の観点から、必要に応じて個別ブースや個室

を設置するなど、市民が安心して手続や相談が行えるよう配慮する。

これらの考え方を踏まえ、市民情報センターを初め、各諸室ごとの整

備方針を示している。  

②迎賓機能  

・新市庁舎整備の基本理念では、市民に永く愛され、国際都市横浜にふ

さわしいホスピタリティーあふれる市庁舎を掲げており、市民に親し

まれ、来庁者が横浜らしさを感じる空間の整備や周辺環境や都市景観

との調和、おもてなしの場を実現する。これらの考え方を踏まえ、市
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民に親しまれ、来庁者が横浜らしさを感じる空間の整備、周辺環境や

都市景観との調和、おもてなしの場の実現などを目指す。  

③危機管理機能  

・大規模地震を初め、危機が発生した際には、横浜市の対策本部として、

情報の収集、集約、対策の立案、決定を行う危機管理センターを整備

する。災害発生時に迅速かつ的確な意思決定ができるように、災害対

策の本部機能は同一フロアに集約する。津波が発生した際に、住民や

来街者が緊急的に避難できるような機能を建物及び周辺に設ける。  

【資料３６】今年度のこれまでの検討経緯  

・新市庁舎整備基本計画の策定に当たっては、昨年度同様、新市庁舎に関

する調査特別委員会で専門的かつ集中的に御議論いただいている。今年

度は、６月から議論を開始していただき、本日を含め計７回の委員会を

開催していただいている。またその間、１１月には東京都、町田市への

視 察 、 １ ２ 月 に は 政 策 ・ 総 務 ・ 財 政 委 員 会 で も 御 議 論 を い た だ い て い

る。  

【資料３７】基本計画策定までのスケジュール  

・本日の委員会で、新市庁舎の事業手法、スケジュール、規模・事業費・

収支シミュレーションの見直しについて説明し、２月上旬に予定されて

いる第１回市会定例会中の特別委員会で新市庁舎整備基本計画案を示し、

御 議 論 い た だ き た い と 考 え て い る 。 そ の 後 は 、 同 定 例 会 中 の 政 策 ・ 総

務・財政委員会でも基本計画案について説明した後、庁内での意思決定

を行う経営会議を経て、３月末までに新市庁舎整備基本計画を策定し、

記者発表を行うとともに、ホームページ等により市民に公表したいと考

えている。  

【資料３８】今回計画している新市庁舎と同程度で最近建設された建物の

工事期間事例  

・最近 建設され た高さ 1 5 0メ ートル、 延床面積 １５万平 方メート ル程度の

建物の事例を集めた。一部建設中の建物も含んでいる。大名古屋ビルデ

ィングが比較的新市庁舎に高さと規模が近いと思われるが、工期は約３

０カ月である。  
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・なお 、ここで の１１事 例を平均 すると、 延床面積 が約１４ 万 9000平方メ

ートル、工期が約２９カ月となる。  

【資料３９】「市の事務所の位置に関する条例」改正時期と基本計画策定

時期との関係（他都市事例）  

・東京都では、昭和６０年８月に東京都シティー・ホール建設計画基本構

想策定、同１０月、東京都庁の位置を定める条例を改正し、平成３年４

月に開庁となっている。  

・町田市では、平成 16年３月に市役所の位置を定める条例を改正し、同６

月に町田市新市庁舎建設基本構想、平成 17年５月に基本計画、平成 24年

７月に開庁となっている。  

・千代田区では、ＰＦＩ事業により国の合同庁舎との共同建築として、平

成１５年４月に実施方針を策定し、同１２月に位置を定める条例可決、

平成１９年５月に開庁となっている。  

・豊島区では、平成２０年９月に整備方針を、平成２１年１１月に基本計

画、平成２２年１１月に推進計画を策定し、同年 12月に位置に関する条

例が議決され、平成２７年度春の移転予定となっている。  

・長崎市では、平成２５年１月に建てかえ方針の決定を行い、現在基本計

画を策定中とのことである。長崎市役所の位置を定める条例の改正時期

は未定とのことで、平成３１年度中の開庁が目標となっている。  

【資料４０】現庁舎の「市の事務所の位置に関する条例」改正時期  

・昭和３１年１２月に起工式、昭和３４年３月に位置に関する条例を制定、

同年９月に竣工式となっている。  

【資料４１】今後必要となる手続の一覧とそのタイミングの案、今後ＵＲ

と協議が必要となる事項  

・今後必要となる手続について、平成２５年度から平成３２年度までの整

備スケジュールを記載しており、上段には例として、一括発注方式によ

る新市庁舎整備のスケジュールを、以下、左側に必要な手続を記載して

おり、それぞれバーチャートで手続のタイミングを示している。位置条

例の改正時期については現在検討中であるが、特定建築者の手続や事業

計画の変更認可手続、管理処分計画の認可手続などについて記載してい
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る。なお、手続に網かけしてある項目が、今後都市再生機構と協議が必

要となる事項を示している。  

 

  （イ）事業手法と整備スケジュール  

    ａ  建造物の設計、施工に関する発注方式  

    （ａ）設計・施工分離発注方式  

・従来から本市が採用している方式で、設計業務として、設計委託業

者を選定した上で、本市担当者と設計業務受託者が、標準的な材料

や工法を基本に設計図書等を作成する。  

・工事発注においては、本市では原則として、建築、電気、空調、衛

生など登録工種別に分離し、一般競争入札方式により施工業者を決

定する。  

    （ｂ）設計・施工一括発注方式  

・本市が設計要件や発注条件を整理した上で、設計と施工に関する技

術提案と価格を総合的に評価する入札方式により、設計と施工を一

括して実施する事業者を決定する。  

    ｂ  発注方式の比較検討  
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      ５つの視点について比較検討を行った。  

      ①危機管理の中心的役割を果たす市庁舎として、大地震等が発生して

も業務継続が可能な構造体や設備の耐震性の確保を図る。  

      ② 環 境 未 来 都 市 に ふ さ わ し い 先 進 的 な 環 境 設 備 、 機 能 等 の 導 入 を 図

る。  

      ③執務室の分散化、年間２０億円を超える賃借料負担、災害時の危機

管理機能の強化など、喫緊の課題を早期解決するため、工事期間の

短縮を図る。  

      ④さまざまな工夫により建設コストやライフサイクルコストの縮減を

図る。  

      ⑤市内企業の参入機会を配慮するなど地域経済の活性化を図る。  

 

視点①・②に関する高度な技術力、ノウハウ等の採用  

・分離発注方式では、標準的で汎用性のある設計内容での工事発注

にならざるを得ないため、施工業者が有する独自の技術や特許工

法等を採用しにくい。  

・一括発注方式では、設計段階から施工業者の持つ独自の技術や工

法等を反映することが可能となるので、最新の高度な技術や工法

等を採用することができる。なお、先進的な技術等に関する提案

を求めて提案された内容と入札価格を総合的に評価した上で、受

注業者を決定することになる。  

視点③工期短縮の可能性  

・分離発注では、設計段階及び施工段階での工期短縮の可能性は、

おのおの検討するが、施工業者の独自の技術力やノウハウを設計

段階から活用することが困難なため、工期短縮の可能性は限定的

なものになる。  

・一括発注では、施工業者の独自の技術力やノウハウを設計段階か

ら活用することが可能であり、あわせて設計作業と並行して資材

発注等施工準備ができるので、工期短縮の可能性が高いと考えて

いる。  
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視点④コスト縮減等  

・分離発注では、設計段階及び施工段階でもコスト縮減の可能性につ

いてはおのおの検討するが、施工業者の独自の技術等を採用するこ

とが困難なため、コスト縮減の効果は限定的になる。  

・一括発注では、設計仕様や施工方法等、施工業者の持つ独自の技術

を採用することにより、コスト縮減効果等が期待できる。設計段階

から早期に事業者とのコミットメント、発注確約ができることから、

コスト圧縮効果があり、繁忙期で工場生産が間に合わないというス

ケジュール面でのリスクも軽減できる。  

視点⑤地域経済の活性化  

・分離発注方式  

① 超 高 層 一 棟 建 築 の た め 、 工 事 の 工 区 を 分 け た 分 割 発 注 は 困 難 で あ

る。  

②建築工事や各種設備工事をおのおの分離して発注する場合でも、お

のおのの工事がＷＴＯ政府調達協定対象工事１９億 4000万円以上と

なるため、市内企業に限定した発注条件を設定することはできない

状況となっている。そのため対応策としては、共同企業体ＪＶでの

構成企業として市内企業も参加できるような発注条件を設定するな

ど、工夫や配慮が必要となる。  

・一括発注  

①従来方式と同様に分割発注は困難である。  

②ＷＴＯ政府調達協定対象工事となることに加え、受注事業者が設計

と施工（建築工事、設備工事など全ての工事）を総合的かつ一体的

に実施するため、市内企業に限定した発注条件は設定できない。そ

のため対応策としては、受注事業者を建築、設備を含めた共同企業

体ＪＶとすることを受注要件とした上で、その共同企業体の構成企

業として市内企業も参加できるよう工夫や配慮が必要であると考え

ている。  

    ｃ  発注方式によるスケジュール比較  

    （ａ）設計・施工分離発注方式  
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       ・分離発注方式事業年度の１年目に当たる平成２６年度には、設計

要件の整理作業と、それに並行して設計者の選定手続を行う必要

があり、設計者が決定した後に設計作業に着手する。  

       ・設計は、基本設計と実施設計に分けて実施することになるが、全

体で２４カ月程度の期間が必要と考えている。  

       ・その後、本市の工事発注手続として約９カ月を想定している。９

カ月の内訳としては、ＷＴＯ政府調達協定対象工事としての入札

公告と設計図書の公開を行い、その後、入札参加希望者の資格審

査、設計図書に関する質問受付と回答などの手続を経て入札が行

われる。  

       ・入札の際には、工事価格に加えて技術提案内容の提出も求める。

その後、技術提案内容に関する評価を行った上で、工事価格とあ

わせて総合的な評価を行い、最も高い評価となった事業者との仮

契約を行う。  

       ・最終的な本契約は、平成２９年第３回市会定例会で議決というス

ケジュールで今回示している。その後、工事に着手するが、工期

に は ３ ６ カ 月 程 度 を 必 要 と 考 え て い る の で 、 工 事 の 完 成 は 平 成  

３２年９月ごろになると考えている。  

    （ａ）設計・施工一括発注方式  

       ・平成２６年度から、平成２７年度にかけて、設計要件の整理と発

注資料の作成を行う。平成２７年度に設計・施工一括での発注手

続として約９カ月を見込んでいるが、それを経て平成２７年度中

に は 市 会 の 議 決 を 経 た 上 で 、 設 計 ・ 施 工 一 括 の 事 業 者 を 決 定 す

る。  

       ・事業者は設計要件に基づいて新市庁舎の設計を進めることになる。

ここで、設計・施工一括発注方式での特徴でもあるが、設計と並

行しながら工事着手前段階の先行作業として施工準備等を進める

ことが可能になる。実際の建設場所での工事着手は平成２９年度

の夏ごろになると考えており、その後、本体工事を３０カ月かけ

て施工し、平成３１年１２月ごろの工事完成を見込んでいる。  
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       ・本体工事の前に施工準備を約６カ月と想定しており、その６カ月

と本体工事３０カ月を合わせて３６カ月の工期になるが、この点

では従来方式の工期と同じになっている。  

       ・本体工事に着手した後にも設計作業が重なっている部分があるが、

この設計作業については本体工事の着手時点で必ずしも終えてお

く必要のない外構工事やサイン工事などの附帯工事等に関する詳

細設計作業を想定している。  

       ・設計・施工一括発注方式では、施工準備のための先行作業（施工

計画検討、資材発注など）を設計作業と並行して進めることが可

能であり、加えて設計内容を熟知した事業者が施工を行うことに

より、設計・施工分離発注方式に比べて全体工期の短縮が可能と

なる。  

    ｃ  発注方式のまとめと目標スケジュール  

      ・工事発注方式の比較検討の結果、今回の新市庁舎整備については、

視点①から④について評価の高い、設計・施工一括発注方式を採用

することとして検討を進める。視点⑤の地域経済活性化については、

工事規模が大きいためＷＴＯ政府調達協定対象工事となるので、い

ずれの発注方式をとっても市内企業に限定または優先した工事発注

はできない。このため、受注事業者を複数の業種ごとの企業を構成

員とする共同企業体ＪＶとすること等を入札参加条件とすることな

どにより、市内企業が共同企業体ＪＶの構成員として参加すること

が可能となる仕組みを検討する。  

      ・目標スケジュールについては、平成３１年度中に工事を完了させ、

平成３２年度当初に移転、供用開始を目指す。  

  （ウ）規模・事業費・収支シミュレーションの見直し  

    ａ  収支シミュレーションの条件の見直し  

      建築局から説明した事業スケジュールの検討結果と、昨年１２月２４

日の特別委員会での市会部門の面積についての議論を踏まえ、１１月

２７日に示した収支シミュレーションの条件を見直し、再度収支シミ

ュレーションを行った。  
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    （ａ）事業期間  

       事業期間を８年から６年として試算した。  

    （ｂ）市会部門の規模  

       前 回 示 し た 8500平 方 メ ー ト ル か ら 9000平 方 メ ー ト ル に 変 更 し て 試 算

した。  

       市会部門の規模の見直しによる新市庁舎の全体の規模は、専用部を

5 0 0平 方 メ ー ト ル 拡 充 し た こ と に 伴 い 、 共 用 部 も 3 0 0平 方 メ ー ト ル

拡 充してお り、専用 部合計で ７万 5600平方 メートル 、共用部 を含 め

ま す と １ ２ 万 8900平 方 メ ー ト ル 、 駐 車 場 を 含 む 全 体 で は １ ４ 万 6800

平方メートルとなる。  

       なお、都市計画規定については適合している。  

    ｂ  事業費の見直し  

    （ａ）新市庁舎が完成し、移転するまでに必要となる費用  

      ①設計・建設費等  

       約 6 1 6億円  

       内訳は建設費が約 5 8 7億円、設計費等が約２９億円  

       調達方法は、市債で約 4 8 7億円、一般財源で約 1 2 9億円  

      ②移転費  

       約 7.52億円  

      ③退去修繕費  

       約 5.96億円  

    （ｂ）新市庁舎完成後に毎年必要となる費用  

      ①維持管理費  

       年間約 6.83億円  

      ②計画修繕費  

       ５０年間で約 1 9 0 . 8億円。  

    ｃ  収支シミュレーション  

      収支シミュレーション表は昨年１１月２７日の特別委員会で示したも

のをベースに、今回の条件の見直しに伴い再度試算を行った。  

    （ａ）収支シミュレーションのポイント  
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       ①「第４回特別委員会での収支シミュレーション結果」の欄と「今

回の①事業期間のみの見直し」の欄の比較  

        ・事業期間  

         条件の見直しで８年から６年にしているのが両者の違いだが、

設 計・ 建設 費等 につ いて は、 どち らも 6 1 3億 円 で、 事業 期間短

縮による影響はない。  

        ・財源  

         市債の発行総額は、ともに約 4 8 4億円で、変更はないが、単 年

度の市債発行額のピークが、事業期間８年では事業年度５年度
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目 から ８年 度目 にか けて 約 1 1 9億 円で ある のに 対し 、事 業期間

を６年に短縮した場合は事業年度４年目に約 1 6 7億円となる。  

        ・入居開始までの一般財源負担  

         事業期間を６年とした場合は、総額で約 1 7 6億円と事業期間 ８

年に比べ９億円少なくなる。単年度のピークは約４８億円から

５１億円となる。  

        ・入居翌年から市債償還終了までの２９年間で発生する新たな一

般財源負担   

         事業期間６年の場合約９９億円となり、事業期間８年に比べ９

億円増加する。事業期間を８年から６年に短縮したことにより、

入居開始までの一般財源負担に含まれる市債償還額が減り、そ

の分が入居翌年以降の一般財源負担に含まれることになるため

であり、事業開始時点から市債償還終了までの一般財源負担の

総額は、ともに 2 7 5億円で同額となる。  

        ・当初からの一般財源負担相当額の回収終了年度  

         ２年短くなり、事業年度で５３年目となる。  

        ・入居開始から市債償還までの３０年間の市債償還額と民間ビル

賃借料・共益費等との比較  

         事業期間６年では３０年間の市債償還額は約 6 1 7億円になるが、

民 間ビル賃 貸料等の ３０年間 分の総額 約 6 8 0億円よ り低くな り 、

市債の元利償還分を賄うことができる試算となっている。  

        ・財政健全化に与える影響  

         いずれも平均で 0.3ポイントとなる。  

       ②今回の「②の事業期間の見直しと市会部門の規模見直し」の欄に

よるシミュレーション結果  

        ・条件の見直し  

         事業期間を８年から６年にした。  

         市 会 部 門 の 規 模 を 8500平 方 メ ー ト ル か ら 9000平 方 メ ー ト ル に 変

更した。  

        ・設計・建設費等  
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         規模の見直しに伴い、設計・建設費等が約 6 1 6億円と約３億 円

ふえた。  

        ・財源  

         市債の総額が約 4 8 7億円と約３億円ふえ、単年度のピークは 約

1 6 8億円となる。  

        ・入居翌年から市債償還終了までの２９年間で発生する新たな一

般財源負担  

         面積の増加に伴い、建設費に加えて維持管理費等も若干ふえる

ことから５億円増加し、約 1 0 4億円となる。  

        ・当初からの一般財源負担相当額の回収終了年度  

         １年延びて、事業年度で５４年目となる。  

 

ウ  各委員からの主な意見・要望等  

・新市庁舎はこれだけ大きな建物なので、中小企業振興条例の趣旨に配慮し

つつ、横浜のシンボリックな建物にすべきであり、きちんとした日本の技

術が横浜市の市庁舎の中に生かされればよい。  

・環境モデル都市横浜の新市庁舎なので、環境面でも最先端のものを取り入

れるという方向性で十分検討してもらいたい。  

・デザイン・ビルド・メンテナンスシステムについては、設計の段階からオ

ペレーションやメンテナンスのことも考慮することによって運営上の効果

があがるのでなければ、コスト抑制のために導入して制約が生じることに

なるとマイナスなので、検討に当たって配慮してほしい。  

・発注方式が違えば、それぞれの視点の中でメリット、デメリットもあるこ

とが示されて、大きく言えば、デザインビルド一括方式のほうがほとんど

の項目においてメリットがあるが、地域経済の活性化については、ＷＴＯ

の関係があるのでどちらも変わらず、地域に発注するのは非常に制限を受

ける。  

・新市庁舎の整備に当たって優先すべき視点はコストなのか、市内経済の活

性化なのか、高度な技術なのか、市民がどの視点で考えているのか捉えて

ベクトルを合わせるべきである。その中でオリンピックに間に合わせると
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いう視点を重要視すべきなのか疑問がある。  

・一般財源を極力抑えることを考えると、工事が進んでみると事業費が膨ら

むような工法はリスクがあり、一括発注方式の資材発注のピークはちょう

ど需要のピークの 2016年に当たるのではないかと思われ、人工や資材費の

話は本当に一括発注方式でメリットがあるのかどうか見ていく必要がある

と思う。総合的に見れば、それぞれの視点でいろいろ考えた結果であれば、

設計・施工一括発注方式のほうが優位ではあると思うので、今後も精査し

ていきたい。  

・年間２０億円を超えるオフィスの賃料負担が課題であるから工期短縮を図

ると書いてあるが、収支シミュレーションにはオフィス賃料をみなし収入

として入れているので、これがなくなるわけではないから、市民が見たと

きのわかりにくさを考え、みなし収入から外すか、賃料負担を発注方式を

検討する上での課題として挙げるべきではない。  

・執務室の分散化や災害の危機管理機能の強化は、課題として解決すべきこ

とだが、オリンピックに間に合わせるかどうかということが印象として残

るので、何が最優先なのか、整理するべきだ。  

・コンストラクションマネジャーは建築者の代理人としてコストコントロー

ルや工程管理を行うので、その部分のフィーが設計・施工費とは別にかか

る。ざっくりとした形で設計・施工、建設費の中にコンストラクションマ

ネジャーの費用を入れているが、正確にコストを比較できる資料にしてほ

しい。  

・設計・施工一括発注方式の場合、コストコントロールのウエートが請負企

業にいってしまうリスクがあり、それを回避するために発注を出すタイミ

ングが重要になる。示されたスケジュールでは、基本設計の段階からとい

うことになっているが、幾ら精査したとしても基本計画のレベルでは曖昧

な部分が多々含まれてしまうので通常は基本設計まで終えてから発注すべ

きであり、他都市の事例でもそうなっている。耐震技術の面でも基本設計

の後でもプロポーザルの範囲で十分技術は採用できるので、基本設計後に

発注する案も入れてほしい。  
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（９）第８回委員会（平成２６年１月２９日）  

 

ア  議題  

    １  新市庁舎の事業手法・スケジュールについて  

 

  イ  概要  

    前回の委員会で当局から説明を受けているので、説明を省略し、質疑を行

った。  

 

  ウ  各委員からの意見・要望等  

・発注方式の検討に当たっては、地域経済の活性化策として、市内企業の発

注枠についても優先して考慮すべきである。ＷＴＯの政府調達協定対象工

事の基準額以下に発注を細分化できないので、ＪＶの構成企業として市内

企業も参加できるような発注条件を設定するとのことだが、積極的にもっ

と市内中小企業に対して発注する体制をつくるという趣旨の中小企業振興

基本条例の趣旨を踏まえ、１社でも市内事業者が参画できる仕組みづくり

を、これから設計作業を進めていくに当たって、受注業者に働きかけをし

てほしい。  

・各事業者へのヒアリングでは 2016年に事業費がピークになるということだ

が、建設費の平米当たり４０万円という設定は、かなりの変動要素があり、

また全部の床が同じ単価だとは思えないので、詳細な設計の段階でしっか

りと計算して、また、資材価格の高騰などの要素も踏まえ、逐次工事費に

ついては精査、報告していただきたい。  

・一括発注方式のデメリットとして、受発注業者間で責任の所在が曖昧にな

り建設資材高騰などの場合に受注者側に過度の負担になる可能性がある。  

しっかりと状況を注視し値上がり前に一括発注するなど工夫はいろいろで

きると思うので、影響が出ない形にしてほしい。また、発注者が設計・施

工を丸投げしてしまう恐れもあり、市役所のチームとして、しっかり見て

いくため、関係者の集まるプロジェクトチームを構成し、議会とも連携す

る中で、ぜひ最後まで進めてほしい。  
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・新市庁舎整備がこれから本格的に予算化しさまざまな検討に入る中で市の

事務所の位置に関する条例の改正がいつになるかわからないということで

は困る。前向きに進める意味でもタイミングというのはあると思うので、

タイミングを失うことなく、条例改正については検討してほしい。  

・ＵＲ都市再生機構との調整、協議については、具体的には今回示された事

業手法やスケジュールとの関連性はないと考えるが計画どおりしっかりと

進めてほしい。  

・新市庁舎整備が新たな市民負担を伴わないということで理解しようと思っ

ており、設計建築費等 6 1 6億円が上限だと考えている。そういう点で、収

支シミュレーションや建設平米単価を重要視しており、示された事業費の

中でおさめるように最大限の努力をしてほしい。  

・新市庁舎整備をオリンピック前に間に合わせることによるデメリットは、

資材の高騰と作業員の不足、不調になる危険性など指摘されているが、一

方 で メ リ ッ ト は 、 オ リ ン ピ ッ ク に 来 ら れ る 外 国 の 方 を 横 浜 市 に 招 い て 、   

ＭＩＣＥ都市としての横浜市をＰＲするという抽象的な願望にすぎない。  

５５年かけて市債を償還し、 1 0 0年間使おうとする庁舎を建てる大事業と

して考えると１７日間の一過性のイベントにすぎないオリンピックとどち

らを重視すべきかといえば明らかに横浜市のシンボルとして 1 0 0年耐えら

れるいいものをどうやってつくるかということでなければならない。  

・市民の負担という観点では、オフィス床の賃貸をやめるとなった時点で、

市民負担はないと言っていた基本構想とは変わってしまっているわけだが 、

それがどんどん膨らむということは絶対あってはいけないと思う。  

・設計・施工一括発注方式を採用した他都市の事例でも、例えば千葉県習志

野市では、基本設計に関して庁内のチームだけではなくて市民と専門家を

交えての基本設計検討委員会をつくったり、市民に幅広く説明会をやった

り、市民を交えてかなり議論しており客観性や透明性を担保している。今

示されている基本設計から発注してしまう案では透明性の確保や責任の所

在、コスト管理など課題が非常に多いと思うので見直しが必要である。  

・公共事業評価制度による市民意見募集について評価の視点の中には事業の

必要性ということも含めて評価をするということになっており、北仲通南
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地区に超高層ビルを新築して横浜市役所にするということについての必要

性も含めた評価をしなければいけない。構想案のときに前提にしていた新

たな市民負担は発生しないという話は撤回されており、前提が変わってい

るわけなので、市民負担を新たに 1 0 0億円出して新市庁舎を建てることに

ついては、初めて市民の意見を聞く機会になると思う。新たな市民負担が

発生することについて議会で説明した程度で済ませてはいけないので広く

地域での説明会などを行って、本当に真摯に市民の意見を聞く必要がある。 

・現状と比較して 2 8 0億円追加で費用をかける。その数字を単年度で 切った

り、いろいろな条件付けをしないで生の数字で説明し、それだけかけてど

れだけ価値を高められるかという議論の仕方をして市民の理解を得た上で

実現していくべきだ。  

・オリンピックに間に合うことの一つの大きなメリットは海外から来る 1000

万人を超える人に市庁舎を通じて横浜の環境技術をＰＲできることである 。

また、オリンピック直前にできるということで、恐らく国内では最大級の

公共建築物になると思われ、そのときにこの庁舎には国の威信がかかると

思う。再生水を供給し熱源として利用することを資料に書かれているが、

北京オリンピックで中国が既にやっていることである。横浜市民にとって、

また日本にとって、この技術力というのは細心の注意を払わなければ笑い

物になるので、重要なポイントであり、日本の技術の総結集をすることが、

市内経済を発展させていくということにつながる。横浜の技術力や環境技

術は、基本的に世界に通用する取り組みであり、新市庁舎についても、海

外へ波及する事例となるよう、最大限取り組みことを要望する。  

・阪神大震災を契機として市庁舎の耐震や免震など、さまざまなことをやっ

てきたという経緯を踏まえ、基本計画を議論していかなければならない。

横浜市が業務継続していける機能をしっかり守っていけるような市庁舎を

早くつくっていかなければならないのであり、そういった中で最大限早期

に整備すると、オリンピックもアピールポイントになるということでデザ

インビルド方式を選び、平米当たり４０万円でちゃんとできるのかという

議論もあった。こうなるとこれから進めていく中で知らないうちに、内容

が変わっていたとか、クオリティーが低下したとかいうことがないように
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しないといけない。また、公共事業評価制度の意見募集では基本構想のパ

ブリックコメントとは違う結果になるかも知れず、これから進めていく上

で市民に対する納得できる説明や市民の代表である議会への報告はすごく

重くなる。  

・クオリティーとコストとデリバリー、ＱＣＤの確保のため、今回計画や事

業費をしっかり検討したので、これを基づいて精度よく事業を進めながら、

市民や議会に説明をきちんとして、コンストラクションマネジャーが独断

に走らないよう横浜に関係する専門家の方々の総力を結集するような意味

でも、有識者の声を聞いてやっていくことが必要である。  

・今後、設計の段階で精査するとされている項目について議会が一緒になっ

て精査するという関与の仕組みについて基本計画の中に明文化してほしい 。 

・基本構想の策定時にも、やはり港町周辺がどうなるのかというのが市民の

不安要因であった。市庁舎が移転しなければ跡地の開発はできないが、関

内駅前など今できる具体的なものは、ある程度、いつまでにどの部分をど

う整備していきますという計画やスケジュール感を皆さんに明示していく

ことが、市庁舎の再整備に当たっての不安払拭になる。そして、新しい市

庁舎がオリンピックにあわせて世界から来る人たちへの新たなメッセージ

の場になり、関内駅周辺が横浜にとって今までにない魅力のあるまちづく

りをということを市長が言っているので、港町周辺がどんなまちになると

いうのをスケジュール感を持って、基本計画などに盛り込んでほしい。  

・必要なものだったら必要なものとしてしっかりと整備し無駄遣いをしない

ようにしてほしいという意見を市民から聞いているので、必要なものは必

要なものとして自信を持って、理由をしっかりと示してほしい。コストダ

ウンや費用対効果を考えながら、努力したところもしっかり示す必要があ

ると思う。  

・環境性能についていろいろ意見があるが、ＹＳＣＰや環境未来都市などは、

実際にどういう効果があったと示されたものはまだ少なく、これから検証

されていく段階なので、今までの経過をしっかりと踏まえた中で、よりよ

いものをつくっていただきたい。  
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（ 10）第９回委員会（平成２６年２月１０日）  

 

ア  議題  

    １  新市庁舎整備基本計画案について  

 

  イ  当局説明の概要  

  （ア）基本計画案の概要  

     基本計画の案は、昨年３月に策定した新市庁舎整備基本構想をもとに、

昨年の６月以降、これまで８回にわたり当特別委員会で御議論、御検討を

いただいた内容を取りまとめ、１冊に集約したものである。  

     全９章から構成しており、９章の今後の検討にあたって以外の検討の経

緯から関内・関外地区のまちづくりまで、基本的にこれまで説明した資料

の内容を整理した。  

    ａ  はじめに  

      ・基本計画策定に至る経緯  

    ｂ  検討の経緯  

      ・現庁舎の課題と整備の必要性  

      ・本基本計画策定までの検討経緯  

      ・横浜市会での検討状況  

      ・新市庁舎整備基本構想の概要  

    ｃ  整備基本方針  

    ｄ  建物配置、空間構成の考え方  

      ・敷地条件  

      ・建物配置の考え方  

      ・空間構成の考え方  

    ｅ  機能別整備方針  

      ・行政機能  

      ・議会機能  

      ・市民利用機能  

      ・危機管理機能  
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    ｆ  新市庁舎の規模  

      ・ 行 政 部 門 ６ 万 2600平 方 メ ー ト ル 、 市 会 部 門 9000平 方 メ ー ト ル 、 商 業

機 能 4000平 方メート ル、共用 部５万 3300平 方メートル、駐車場１万

7900平 方 メ ー ト ル 、 合 計 延 べ 床 面 積 １ ４ 万 6800平 方 メ ー ト ル と 整 理

した。  

       また、賃貸床のうちオフィス床については、原則整備しないことと

した。  

    ｇ  事業手法、スケジュール  

      ・事業手法  

       新市庁舎は、本市が建物の発注者となる直営手法で整備する。  

      ・発注方式  

       高度な技術力・ノウハウ等の採用、工期短縮の可能性、コスト縮減

等 、 地 域 経 済 の 活 性 化 な ど の 視 点 を 重 視 し 、 総 合 的 に 判 断 し 、 設

計・施工一括発注方式を採用することとした。  

       コンストラクションマネジャーによる支援の導入を追記した。  

      ・スケジュール  

       平成３２年１月に竣工、平成３２年６月に移転を完了させ、供用開

始するという目標を明確に出した。  

    ｈ  事業費、収支シミュレーション  

      ・収支シミュレーション  

       「新市庁舎の規模」及び「事業手法・スケジュール」を前提に試算

したもので、収支シミュレーションの結果を整理した。  

       収支シミュレーションについては、現庁舎にかかる収入・支出を除

き、事業期間と市会部門の面積を見直して試算したものを最終的な

ものとしている。  

    ｉ  関内・関外地区のまちづくり  

      ・関内・関外地区の位置づけと方向性  

      ・関内駅周辺地区のまちづくり  

      ・北仲通南地区のまちづくり  
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      ・関内・関外地区の地元組織・団体への説明状況  

    ｊ  今後の検討に当たって  

      今回新たに作成した内容で、新市庁舎の整備と関内・関外地区のまち

づくりについて、それぞれ整理した。  

    （ａ）新市庁舎の整備について  

       ①検討の進め方と情報提供  

        ・検討の進め方  

         新市庁舎の整備については、「新市庁舎整備基本計画」策定後、

横浜市公共事業評価制度に基づき市民意見募集を行うとともに、

学識経験者で構成する横浜市公共事業評価委員会からも意見を

聴取する。  

         建物のデザイン・配置計画、動線計画などの具体的な検討につ

いては、庁内関係局によるプロジェクトチームを設置し、職員

の意見も取り入れながら横断的に進める。  

         構造性能、環境性能などの面で高度な技術や工法等を取り入れ

るために専門家であるコンストラクションマネジャーを導入し、

検討を進める。そして、これら検討の過程で議会に対しても適

宜検討状況を報告し、御意見をいただきながら進めていく。  

        ・情報提供  

         検討状況について、今後もホームページや「広報よこはま」等

でお知らせするほか、さまざまな広報・広聴手段を用いて積極

的な情報提供を行い、市民の意見を把握する。  

      ②検討に当たっての留意点  

       ・事業手法と市内経済の活性化  

        新市庁舎の整備は、本市が建物の発注者となる直営手法で行い、

高度な技術力、ノウハウ等の採用、工期短縮の可能性、コスト縮

減等、地域経済の活性化などの視点を総合的に考慮し、設計・施

工一括発注方式を採用することとした。  

        市を象徴する建物の整備であるため、横浜市の企業として事業に

参画したいという声が寄せられている。予算の適正な執行、透明
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かつ公正な競争に配慮しつつ、創造的な市内企業が建設や管理な

どの事業に参加し、市内経済の活性化につながるような仕組みを

引き続き検討し、具体化する。  

       ・事業費  

        本基本計画で提示した事業費は、「新市庁舎整備基本構想」時の

数値をもとに、面積の精査や単価の時点修正等を行った試算だが、

今後具体的に設計要件等を整理する段階において、建物機能や仕

様等を細かく検討し、さらに精査していく。  

        今後も資材価格や人件費の変動、計画の精査などにより事業費が

変動することが考えられるが、本市の将来の財政運営への影響を

見据え、竣工後の維持管理、修繕などのランニングコストも含め

た全体事業費の縮減に努める。なお、事業費を見直す場合には、

そ の 理 由 を 明 ら か に し 、 影 響 を 示 す な ど 説 明 責 任 を 果 た し て い

く。  

       ・スケジュール  

        現庁舎は執務室分散化による非効率化、年間２０億円を超える賃

借料負担、危機管理機能の脆弱さなど喫緊の課題を抱えており、

新市庁舎の早期整備が急務だと考えている。したがって、平成３

２年度中の新市庁舎の供用開始という目標スケジュールに沿って

着実な事業進捗を図り、 2020年オリンピック・パラリンピック東

京大会においてもシティーセールスなどで新市庁舎を活用してい

く。  

       ・耐震性の確保と先進的な環境性能  

        超高層建築物における長周期地震動への対応を初め、大地震の発

生時においても事業継続可能な高い耐震性能を備えた新市庁舎を

整備する。  

        環境性能については、目まぐるしい技術革新の動向をしっかり見

きわめ、民間の事例なども参考にしながら積極的に先進的な事例

を取り入れることで、環境未来都市にふさわしい庁舎を実現でき

るよう検討する。  
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       ・横浜らしい市庁舎の実現  

        機能性を重視しつつも、周辺環境や都市景観に調和し、港からの

眺めにも配慮した町のシンボルとなり、市民の皆様が誇りと親し

みの持てる建物デザインとする。  

    （ｂ）関内・関外地区のまちづくりについて  

       関内・関外地区のまちづくりについては、関内・関外地区活性化推

進計画に基づき、関内駅北口整備やコミュニティサイクルの導入と

いった既に実施されている事業に加え、関内駅周辺地区や北仲通地

区の結節点機能の強化等により、引き続き地区の活性化を進めてい

く。  

       特に、関内駅周辺地区については、まちづくりの３つのケースを題

材として今後、地権者やテナント、商業者などさまざまな関係者の

方々、まちづくりの専門家、事業者などから御意見、御提案をいた

だきながら、さらなる検討を進める。また、民間や行政、大学等さ

まざまな人材の知見を生かしていくための研究会などの場をつくり、

そこからまちづくりの核となるネットワークをつくり、新しいアイ

デアを生み出し、その実現に向けた動きをつくり出す。この研究会

等の場の成果を生かし、横浜文化体育館の再整備を初めとするリー

ディングプロジェクトや既存の公共空間を活用した事業等の実現に

向けた検討を進める。そして、これらの事業を順次進めることによ

り、市庁舎機能移転後の現市庁舎街区の利活用、再整備に向けた機

運を盛り上げるなど、段階的に地区の将来ビジョンの実現を図る。  

       なお、関内駅周辺地区のまちづくりの検討に当たっては、周辺の民

間街区のまちづくりと連携を図る。さらに、民間による建物建てか

えなどの促進を図るために必要となる支援策やまちづくりの実現に

必要となる規制の緩和、民間資金・ノウハウの導入など新たな仕組

み・制度の整備を進める。  

       北仲通地区のまちづくりについては、隣接する民間開発などとの調

整を行いながら、歩行者ネットワークの整備などガイドラインに沿

ったまちづくりを進めていく。  
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       これらの事業を着実に推進することにより、新市庁舎整備を契機と

して、開港以来の歴史と魅力を礎に、横浜都心部の一翼を担ってき

た関内・関外地区の新たな活性化に取り組んでいく。  

    （ｃ）新市庁舎整備と関内駅周辺地区のまちづくりの今後のスケジュール  

       ・新市庁舎整備  

        平成３２年１月竣工、平成３２年６月に移転を完了させ、供用を

開始することを目標としている。あわせて、北仲通地区において

新市庁舎整備の進捗や隣接する民間開発との調整を行いながら、

歩行者動線等の検討・設計・整備を進める。  

       ・関内駅周辺のまちづくり  

        地元を初め大学や民間など多くの方々のさまざまな知見を生かし

ていくため研究会などの場をつくり、そこからまちづくりの核と

なるネットワークをつくり、実現に向けた動きをつくり出してい

く。あわせて、横浜文化体育館の再整備を初めとするリーディン

グプロジェクトを順次進める。そして、市庁舎機能移転後の現市

庁舎街区の再整備につなげていく。  

        なお、土地・建物を所有する権利者の方々の参画を得ながら、ま

ちづくりを促進するための規制緩和や民間資金の導入など新たな

仕組みや制度についても整備していく。さらに関内駅周辺で展開

するまちづくりを、関内・関外地区全体に波及させ、地区の活性

化を推進していく。  

  （イ）収支シミュレーションの補足  
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     黒丸のある曲線が「新市庁舎を整備した場合に必要となる費用」、つま

り新市庁舎の設計・建設費、利息、移転費、維持管理・計画修繕費などか

ら、商業スペース部分の民間への賃貸収入を差し引いた額の累計をあらわ

したものである。  

     直線は、「新市庁舎を整備しない場合に恒常的に支出しなければならな

い費用」、つまり民間ビル賃借料、共益費等と現庁舎の維持管理費等の累

計をあらわしたものとなっている。  

     グラフの①では、入居開始時の新市庁舎を整備した場合と整備しない場

合の費 用累計額 の差、つ まり入居 開始まで の一般財 源負担が 1 7 6億 円とな

ることを示している。  

     グラフの②では、入居翌年以降、市債償還期間中の新たな一般財源負担

は２９年間で 1 0 4億円となり、市債償還終了時、つまり開業３０年度の両

ケースの累計額の差が 2 8 0億円となることを示している。これは①の 1 7 6

億円と 104億円との合計ということになる。  

     グラフの③では、両ケースの累計額の関係は、開業４８年度で逆転する

ことを 示してい る。開業 年度４８ 年度以降 は約１４ 万 6800平方メ ートルの
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新市庁舎を整備した場合の費用累計額が、現市庁舎３万平方メートルと民

間ビルを賃借している現状を維持する場合の費用累計額よりも小さくなる

試算となる。  

     この比較に当たっては、現庁舎が経年劣化により修繕費用がより多くか

かるようになることや民間ビル賃借料の変動、それぞれの建物の資産価値

などは本シミュレーションでは見込んでいない。  

 

  ウ  各委員からの主な意見・要望等  

・新市庁舎整備と関内・関外地区のまちづくりをセットで考えることはいい

ことでまちづくりについてもスケジュールを加速すべきである。まちづく

りは、面的な広がりを持つ中で総合的に取り組んでいくため、スケジュー

ル感が違うということも留意しながら、これからの市民意見募集の際など

にしっかりと説明してほしい。  

・今後、横浜市公共事業評価制度に基づく市民意見募集を行うことになるが、

市民にはわかりやすい表やグラフなどで示したほうがいいと思う。特に事

業費について、なぜこの時期にこれだけお金をかけて整備するのか、市民

は非常に関心がある部分であり、参考資料である新市庁舎を整備した場合

としない場合の費用累計額の比較のグラフはわかりやすいので基本計画の

中に入れるとともに、市民意見募集に際して作成するパンフレットにも入

れてほしい。  

・コスト面で新市庁舎と現庁舎の関連性を持たせる必要があり、現庁舎を利

活用した収入が新市庁舎の整備費用に充てられるということを関連づけて

示すべきである。今後、現庁舎の利活用収入の額は算出されるので、それ

を事業費の中に入れた場合にどうなるのか、広く市民に説明責任を果たし

ていただきたい。  

・建設単価や人件費などがこれから高くなる要素は非常に多いと思うので、

事業費を見直す場合には、その理由や影響など、タイムリーに市民や議会

に説明し説明責任を果たしてほしい。  

・現状の現庁舎と賃借している民間ビルの規模について合計面積が基本計画

案に書かれていない。市民意見募集するに当たっては、現状がどうなのか
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ということは示すべきである。また、基本計画では現庁舎と民間ビルの合

計専用面積と新市庁舎における専用部分の面積の比較ができるようにすべ

きである。  

・設計・施工一括方式で行うのであれば、特に早い段階で整備に関する意思

をしっかりと持つということがとても大事であり、その場合に庁内のプロ

ジェクトだけではなく、きちんと市民意見を取り入れる仕組みをつくるべ

きだと思う。これまでの経緯でも今後の進め方でも市民意見の反映がない

ことが新市庁舎整備基本計画の大きな問題だと思う。また、公共事業評価

制度の事前評価は１回なので、どうしても一過性のものになってしまう。

継続して市民がチェックできるような仕組みや意見を反映できるようにし

てほしい。  

・今後、資材価格や人件費の変動など建設費が膨らむことが予想される中で、

基本計画案には建築費は上がるかもしれないけれども、全体事業費は努力

すると読めるような記載がある。建設費に関しても当初の想定内におさめ

るという意思表明が必要だと思うので、拘束力を持つように、きちんと基

本計画の中でも建設費に対する考え方は書いたほうがいい。  

・市庁舎の移転で生じるコストは新市庁舎の整備費だけでなく跡地をどうす

るかに係るコストもパッケージである。収支シュミレーションでは、これ

を切り離しているが、そのコストだけでなくスケジュールも示されない状

態が長く続くことは非常によくない。  

・計画案では行政部門の面積がそれほどふえない一方で、議会棟が余り広く

なるのもバランス上どうかと思う。また、議会棟の本会議場にＶＩＰ用特

別傍聴席は必要ない。  

・理想では 1 0 0年持つような横浜のシンボルになるものを建てるわけだから、

きちんとしたものをつくるべきであり、横浜市は特別自治市を目指す方向

性の中で今後どのような変化があるかわからない。できた後に、足りない

から増築するということにはならないように十分気を使っていただきたい 。

大きな基礎自治体である横浜市としての機能を最大限に生かせるような新

市庁舎をゼロベースで考えられる状況なのでしっかりと検討していただき

たい。  
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・新市庁舎はシンボリックな建物になるべきで、そういう意味ではデザイン

が非常に重要になると思うが、機能性とデザインのバランスが難しい。建

物のデザインとともに、都市デザインに関しても同時に考えていただきた

い。みなとみらい２１地区というきれいな風景をつくることができたのは、

都市デザインの考え方が非常に機能していたためだと思う。横浜の看板と

なる市庁舎の周辺やもう一つその後の市庁舎の跡地をめぐる関内・関外地

区の都市デザインの取り組みを強化する必要がある。  

・市庁舎の移転を契機に関内・関外地区のにぎわいが戻る、そして東京や川

崎から関内へ行って遊びたいと言われる町をつくるチャンスになる。学ぶ

べき事例が世界には多くあると思うので、見習いながらまちづくりを同時

並行で行っていただきたい。  

・関内・関外地区の活性化は、民間の資本が投下されやすいような環境づく

りなど、基本的に民間の力を最大限活用できるようなまちづくりの案をつ

くるべきである。公が何をしてくれるかといるよりも、公の計画に対して

自分たちがどれだけ投資する意思があるのか、どこの資本を主体にして町

を活性化してほしいのか、そういうことを問う機会である。経営者は環境

の変化の中でどう行政と協力しながら、どうそれを生かしていくか、その

活力はみずからが生み出すものであって、人から与えられるものでないと

いうことを、認識して取り組んでほしい。本当の意味での行政としてお金

の使い方をきちっとやってほしい。  

・残念ながら文化施設や商店街など２４時間稼働型の町になっていないこと

で、海外から来た人の期待に応えられていない部分があると思っている。

世界各国から一生に一度横浜に来られる人たちの利便性をもう少し関内・

関外地区の活性化の中で検討していただきたい。  

・市役所や周辺の方々とともに中心的な役割を果たしてきたＪＲ関内駅に協

力してもらいＪＲの資本力を横浜の中心部にも投下していただくように、

最大限活用してほしい。  

・市会議員が市民の代弁者としてここで議論している事実も当局は重視して

いただきたい。  

・新市庁舎整備敷地内の創造都市センターのあり方や関係性について今後整
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理してほしい。発注、設計、施工を通じてリスクヘッジという観点で施工

が終わるまでコンストラクションマネジャーを活用していくという考えを

示していただきたい。また、設計・建設費等の記述の中でコンストラクシ

ョンマネジャーのフィーも明記してほしい。  

・一括発注方式のメリットを最大限に生かせるよう事業発注までの市による

建物仕様の検討などの範囲を整理し来年度以降しっかり取り組んでほしい 。 

・まちづくりの３つのケースは、どのケースにもスポーツ関連産業集積拠点

が入っておりマストになっている。この３つのケースは前提ではなく、あ

くまで題材でありスポーツ関連産業集積拠点に限定しているとの誤解を招

かないようにしてほしい。  

・市民から事業が進んでいく際にどこからどこまでが検討であり、決定であ

り計画であるのか非常にわかりづらいと常々言われている。どこで意見を

言えるかということに関しても計画の決定のプロセスを示す責任があるの

で、計画の中に特に重要な議決事件については記載した方がよい。  

・関内・関外地区のまちづくりについては、基本計画案全体の半分ぐらいの

ボリュームを占めるような非常に大きなイメージ案のようなものが入って

いることに大変違和感を抱かざるを得ない。基本計画なので基本構想の段

階より固まったものを載せていくべきと思うが、これは本当にイメージと

か案の案という段階で、何を示したいのか曖昧になるので、別建てや省く

ことを検討するべきではないかと思う。  

・収支シミュレーションをグラフ化して見える化することで、わかりやすく

伝わる。ただ、もう少し早い段階で、特に基本構想や計画の大きな変更が

あった段階で示して、少しでも市民の目に触れるようにしてほしかった。  

・費用累計額の比較グラフを見ると、一般財源負担相当額の回収が開業４８

年後、今から５４年後だが、５４年後はどの人口推計をみても人口は半減

に近く生産年齢人口は多分３分の１となると思われるので、このグラフを

このまま受けとめるのはなかなか難しく、人口推移グラフをこれに重ね合

わせて見せていくような工夫をしてほしい。  

・ゼネコン等でのヒアリングで話を聞いてみても、建設費の高騰は今出てい

るものよりも加速度的に悪くなっていくと聞いているので十分な注意を払
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っていただきたい。  

・基本計画案にはクオリティーとして耐震性の確保と先進的な環境性能、コ

ストとして事業費、デリバリーとしてスケジュール、ということで、ＱＣ

Ｄの要素も入っている。議会に対して、これからしっかり報告しながら、

一つ一つ徹底的に議論し考え抜いて果敢に挑戦しＱＣＤを達成していただ

きたい。  

・環境未来都市にふさわしい庁舎の実現について、環境未来都市の定義をも

う一度検討し、高齢化社会への対応という部分がバリアフリーの取り組み

だけでいいのかどうかも踏まえて、これから検討していく課題である。  

・関内・関外のまちづくりは、これから具体化していく中では地域との連携

などもあると思うので、関内・関外活性化推進協議会などの団体も場に加

わっていただき、意見交換をしながら課題を明確にしてやっていくことは

ぜひお願いしたい。  

・横浜文化体育館の再整備を初めとするリーディングプロジェクトについて

は、民間の再整備されることながら横浜市が公共空間を整備することによ

って、関内・関外地区に広がりをつけていかなければならない。その中で

横浜文化体育館は 2020年の東京オリンピックを考えると市立の武道館 はな

いし、体育館の体裁としても国際大会ではメインとサブの２つのアリーナ

があるのが通常である。横浜文化体育館と横浜総合高校の跡地は近接して

いるので、メインアリーナ、サブアリーナ的な整備も考えられる。  

・北仲通地区の学区は中区の子供たちが西区の学校に学区再編をされて通っ

ている。学校の配置が地域とアンバランスになってきているので、学校ど

うするのか大きな課題だと思う。ましてや、関内駅周辺の住居部分がふえ

てくると、学校問題はかなり深刻な問題になる。学校をつくるのか、居住

部分をある程度規制するのか、方針をある程度考えた上で関内駅周辺、関

内・関外地区の活性化というものを考えていかなければいけない。  
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（ 11）第１０回委員会（平成２６年２月２６日）  

 

ア  議題  

    １   

 

  イ  概要  

  （ア）  

 

  ウ  各委員からの意見・要望等  
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４  新市庁舎整備に係る本委員会の考え方   

本委員会は、新市庁舎整備基本計画案について１０回にわたる委員会の開催と

市外視察を実施し、新市庁舎の整備等に関して精力的に調査・検討を進め、計画

の要素となる、新市庁舎の整備、関内・関外地区のまちづくり、議会棟のあり方

について、さまざまな観点から議論を重ね、活発な意見交換を行った。  

 

新市庁舎の整備については、整備方針、建物配置、建物規模、事業費、事業手

法、整備スケジュール等について検討を行った。  

新市庁舎整備基本構想で示された建物規模やスケジュールについては、基本計

画策定に向けて精査することとされていたことに基づき、今回の検討の中で余剰

床のオフィス床としての賃貸計画の見直しや整備スケジュールの前倒しなど、条

件の見直しが行われた。そのため、当該委員会は各会派から４１項目に渡る資料

要求に基づく委員会を開催するなど、慎重な検討を行ってきた。  

 

検討の結果、新市庁舎の整備に当たっては、横浜のシンボルとなり市民に親し

ま れ 長 く 愛 さ れ る 庁 舎 と す る こ と を 目 指 し 、 100年 先 を も 見 据 え た 整 備 計 画 と す

べきであり、大地震等が発生しても災害対策本部機能が維持し業務の継続性を確

保するため、耐震性を十分に確保するとともに、環境未来都市横浜の市庁舎とし

て、民間企業の先進技術も活用した最先端の環境性能を有するものとすることが

望まれる。  

なお、現下の厳しい財政状況に加え、 2020年オリンピック・パラリンピック東

京大会開催に伴う建築資材単価の高騰や人材不足等の懸念があることから、コス

ト等の動向を注視し、安易な整備費の増加を招かないよう厳に注意すべきである。

また、早期の整備を図るため設計・施工一括発注方式を採用することとしたが、

横浜市中小企業振興基本条例の趣旨を十分に踏まえ、市内中小企業の参入機会確

保について十分に配慮する必要がある。  

 

議会棟のあり方については、市長からの依頼を受けて議長諮問により平成２４

年度に設置した「新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方調査会」で十分な議論に

基づき、答申が出されており、その内容は新市庁舎整備基本構想に盛り込まれて
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いる。このため、基本計画の策定に向けた検討においても、大勢の意見は、答申

内容を尊重しつつ、大都市制度など将来の変動要素も見据えて面積等は仮置きし

て詳細は設計の段階で検討すべきというものであった。なお、議長から当該委員

長宛て検討依頼のあった議会棟のあり方に対し平成２６年２月４日に議長宛て報

告を行っている。  

 

関内・関外地区のまちづくりについては、新市庁舎の整備を契機として、横浜

都心部の一翼を担ってきた関内・関外地区を横浜の成長力となり、時代の変革を

リードする都心部とすべく、横浜都心部全体の活性化に資するまちづくりを展開

することが必要である。  

民間の活力を呼び込むため、開港以来の歴史的な価値や地の利を生かしつつ、

まちづくりの核となる場づくりを進め、市民や事業者に大きな夢を持ってもらえ

るような魅力を示してもらいたい。あわせて、市民の不安を払しょくするために

も、地元関係団体等の意見を聞きながら、スケジュールを含めたまちづくりの全

体像を早期に提示すべきと考える。  

 

最後に、現下の厳しい財政状況のもと、行政の責務として、建設コストをでき

るだけ縮減するよう努力するとともに、より一層の行政改革を推進し、事務事業

の見直しを徹底して行っていく必要がある。  

今後、当局においては新市庁舎整備基本計画を策定・公表し、新市庁舎の設計

段階に向けて検討を進めていくことになるが、引き続き市民や議会に対して積極

的に情報を公開して意見を聞き、新市庁舎に対する理解を深めていただけるよう、

一層の取り組みを期待する。  

 

以上、昨年の中間報告書と本報告をもって、本委員会での２年間にわたる付議

事件についての調査・研究を終了する。  
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